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研究要旨 

本研究班と日本性感染症学会とが協調して進めてきた「Stop!梅毒プロジェクト」の効果を、全国の梅毒発

生動向調査による梅毒届け出数の推移から検討した。それによると 2018 年 7002 例をピークとし、2019 年

6590 例、2020 年 5805 例と減少しており、2018 年 4 月に発出した本プロジェクトが効果をもたらしている

可能性がある。また、2018 年 6 月に「梅毒診療ガイド」を発刊し、医療者に正しい診断・治療を啓発（さら

にそのダイジャスト版を日本医師会雑誌 8 月号に添付して、医師会会員に配布）したことが、正しい診断に

基づいて治癒をもたらし蔓延の抑制に結びついていることを想起させる。梅毒診療における抗菌薬の治療効

果判定特に治癒判定について、サロゲートマーカーである梅毒抗体のうち、RPR の低減の程度について、梅

毒診療ガイドの記載を検証した。もうひとつの課題である中高生への性感染症予防教育に関しては、試行錯

誤の中で、2012 年に日本性感染症学会と日本思春期学会とが共作した啓発スライド、2016 年に日本性感染

症学会ホームページにアップロードした予防啓発スライド（中高生向け）が広く知られている。本研究班で

は、それらをもとに、中学 3 年生をターゲットとした標準啓発スライドを作成した。 

 
 
Ａ．研究目的 

2012年から2018年まで直線的に増加してきた梅
毒の発生を抑制するため、国民への啓発と医療者
向けの正しい診断・治療の伝達を目的として、「S
top!梅毒プロジェクト」の展開と「梅毒診療ガイド」
の普及を目指した。実臨床の場で、梅毒の治癒判
定におけるRPR減衰についての「梅毒診療ガイド」
の記述の妥当性を検証した。中学3年生を対象に予
防啓発標準スライドを用いて、出前授業し、その
理解度をアンケート調査した。 

 
Ｂ．研究方法 

「Stop!梅毒プロジェクト」に関しては、そのバ
ナーを5学会（日本性感染症学会、日本感染症学会、
日本化学療法学会、日本環境感染学会、日本臨床
微生物学会）HPのトップページに置き、国民が容
易にアクセスできるようにした。その内容は、「S
top!梅毒プロジェクトの発足にあたって」「リーフ
レット」「国民の皆さんに向けた私たちのメッセ
ージ」からなる。「梅毒診療ガイド」は本研究班
と日本性感染症学会とが共同で製作し、2018年6
月に、日本性感染症学会および日本化学療法学会
のHPトップページにそのバナーを置いて、誰もが
アクセスできるようにした。その中に記述してい
る治癒判定法を実臨床で検証することを試みた。
中学生への性感染症予防出前授業での感想から理
解度を調査した。 

 
Ｃ．研究結果 

感染症法5類のひとつとして、全数報告が義務付
けされている梅毒の発生動向調査の結果、2018年
をピークとして、梅毒の新規感染者数は減少して
きている（図）。梅毒治療による治癒判定におい
て、自動化法RPRの2分の1以下への低下という指
標は、少なくとも第１期梅毒においては妥当と考
えられた。中学3年生への出前授業の理解度は高く、
満足できる結果であった。 

 

Ｄ．成果と考察 
増加しつつある感染症のアウトブレイクに歯止

めをかけることは、国民各自の正しい予防知識と
行動にかかっている。2020年から流行が始まった
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は正にそ
の典型の一つであり、感染症抑制の難しさが我々
に思い知らされている。性感染症は、性行為とい
う濃厚な皮膚面あるいは粘膜面の接触により初め
て起こる伝播であり、飛沫感染が主体のCOVID-1
9に比して感染力においては比較にならないほど
低い。しかし、性感染症は情報を十分にオープン
にする機会に乏しく、社会全体に警報を鳴らすこ
とが困難な傷病群であると言わざるを得ない。今
般の梅毒の顕著な増加という現象において、その
抑制を図るには、社会全体が性感染症に市民権を
与え、その実態を家庭や学校内でオープンに話し
合えるように位置づけを変えていく必要がある。
「Stop!梅毒プロジェクト」はその観点からの国民
への啓発を目指したものである。一方で医療者が
梅毒を正しく理解し適切な診療を施すための「梅
毒診療ガイド」を作成した。その中で治療後の治
癒判定について経験的指標を提示しているが、本
研究班として実臨床でその妥当性が検証できた。
また、性感染症全般の重要な啓発手段として位置
づけられるのが、医療者による中高生に対する学
校出前授業である。その教材については、従来か
ら試行錯誤がなされてきている。本研究班として
は、関係学会との協調も含め、このたびは神戸市
における公立中学校の3年生を対象に、教材スライ
ドの標準化を試みた。授業後のアンケートによる
理解度調査では満足できる結果が得られた。今後、
学習指導要領における性感染症の重要性をより深
めていくことが求められる。 

 
Ｅ．結論 
３年間の本研究班の活動の中で、梅毒増加への

歯止めには疫学上一定の効果が現れているように
見受けられる。この傾向を維持できるか、新たな3



年間の本研究班での検討で実証していくことが肝
要である。中高生への出前授業に関して、教材ス
ライドの改良が今後も持続的になされていく必要
がある。 
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研究要旨 

2013 年以降女性梅毒罹患者数が急増し、その結果、妊娠中に梅毒に感染し母子感染（胎内感染） 

が発生してきている。本研究では梅毒合併妊婦が集まる医療機関に対して全国調査を実施し、梅毒 

合併妊婦に対する治療法と周産期予後・新生児予後について国内の実態把握することを目的とした。 

2018, 2019 年度の第 1 回全国調査（回答率 53%）、2020 年度の第 2 回追加調査により、回答率 

66%で、172 例の梅毒合併妊婦の CRF を収集した。研究組入れ対象基準を満たす 83 例の解析で 

は、妊娠中に経口ペニシリン内服による治療を開始したにも関わらず、20例の先天梅毒児（母子 

感染率 24.1％）が発生した。2011年～2018年で 172 例の梅毒合併妊婦、20例の先天梅毒児が発生 

したことは、梅毒流行期が周産期に大きく影響することを示している。 
   詳細な解析の結果、出産60日以前から十分な梅毒に対する治療を施行された母体57例については、 

母子感染率は14％であった。母子感染が成立した母体は、すべて後期梅毒であった。アモキシシリン 
  とアンピシリンの母子感染率の比較では、AMPCが11％、ABPCが27％で有意ではないものABPCでは 

母子感染が起こりやすい傾向があった。以上より、AMPC内服治療は早期梅毒合併妊婦の母子感染を 
予防できることが示されたが、後期梅毒合併妊婦に対しては母子感染予防効果が高いとは言えず、 
血中濃度等を考えるとペニシリンG筋注の再導入が望まれる。 
 
 

Ａ．研究目的 
2012年以降、日本国内で梅毒の流行が始まった。

それまでは、梅毒は男性同性間の性行為感染症とし
て認知されていた。ところが2013年以降は男性異性
間性行為感染や女性の罹患者が増え始め、それ以前
と比べると女性罹患者数は10倍近くになっている。
この動向は、日本に限らず海外でも同様であると言
われている。梅毒の温床が性産業であるとの報告も
国内のサーベイランスからも見えている。性産業を
利用した男性から、一般女性への感染も臨床現場で
は散見され、それがさらに妊娠と関連した場合には、
母子感染を引き起こし先天梅毒に至る。 
女性梅毒患者の罹患年齢のピークは25歳前後で

あり妊娠年齢とも合致することから、先天梅毒も増
加してきた。先天梅毒児の全数報告数は、2014年か
ら毎年10例前後を維持されている。それ以前は年間
報告数が5例前後であったことを考えると、梅毒の
流行は母子感染症としても拡がっている。 
梅毒感染妊婦が無加療の場合には、40%に及ぶ児

が死産または新生児期に死亡する可能性がある。妊
婦梅毒の治療においては、ベンザチンペニシリンG
筋注が唯一の推奨レジメンであり、推奨される代替
レジメンは存在しない。 
まず、始めに日本産科婦人科学会の感染症実態調

査委員会で実施した全国調査「性感染症による母子
感染と周産期異常に関する実態調査」では、14万分
娩をカバーしている地域中核病院へのアンケート
調査において2012年～2016年の5年間に約160例の
梅毒合併妊婦が報告され、20例の先天梅毒が発生し
ていた。 
そこで本研究では、同委員会のルートを活用し、 

日本産科婦人科学会と共同で、さらなる詳細な症例
調査を実施することとした。 
本研究の目的は、母子感染（経胎盤感染）による

先天梅毒の発症回避のために梅毒合併妊婦への治
療法として経口ペニシリン剤の有効性を検討する
ことである。日本では、梅毒合併妊婦に対する治療
においてペニシリンG（PCG）筋注が使用できない。
海外での標準治療であるPCG筋注ができない日本国
内では、代替治療としてアモキシシリン（AMPC）、
アンピシリン（ABPC）等の経口ペニシリン剤を使用
することが日本性感染症学会治療ガイドライン、日
本産科婦人科学会の診療ガイドライン（外来編）に
記載されている。しかし、経口ペニシリン剤の梅毒
母子感染予防効果のエビデンスは存在しない。また、
ペニシリン薬（ベンザチンペニシリンG）が世界的
に安定供給されていないことを念頭に置いて世界
保健機関（WHO）も関心が高く、本研究では、研究
デザインからWHOとの共同研究として実施する体制
で行うこととなった。すなわち、本研究班、日本産
科婦人科学会、WHOの３者の共同研究として全国実
態調査を実施することとした。 

 
Ｂ．研究方法 
日本大学医学部、日本産科婦人科学会、WHOの３

者のすべての倫理委員会の承認のもと、郵送による
アンケート調査を実施した。対象は、2016年に実施
された全国の産婦人科研修プログラムの基幹施設
へのアンケートにおいて、梅毒合併妊婦の報告のあ
った88施設の専門医機構の基幹施設とした。調査期
間として、2018年10月～2018年12月にアンケート郵
送し、2018年12月を締め切りとした。 



第2回追加調査では、第1回調査で未回答であった
42施設に郵送によるアンケート調査・CRF記入を依
頼し、2020年11月締切とした。 
統計解析は、多変量ロジスティック解析、Mann-

Whitney U testを用い、先天梅毒と関連因子を同定
した。 
各施設で加療を行った梅毒合併妊婦１例ずつに

ついて、以下の症例報告フォーム（CRF）を記入し、
郵送にて返信してもらった。 
 
【Case Report Form】 
研究ID：  
生年月日： 
人種： 

 
梅毒診断の根拠となる検査（RPR・TPHAなど）が行
われた日時（梅毒診断日） 

 
梅毒診断日の妊娠週数 

 
梅毒診断日の血清RPR値（定量値） 

 
梅毒診断日のT.pallidumを抗原とする検査（例：T
PHA、TPLA、FTA-ABSなど） 

 
梅毒を疑う症状 
□初期硬結 □硬性下疳 □リンパ節腫脹 □梅
毒性バラ疹 □扁平コンジローマ 

 
梅毒の病期 
□第一期梅毒 
□第二期梅毒 
□早期潜伏梅毒 
□後期潜伏梅毒 
□感染時期不明潜伏梅毒 

 
梅毒治療開始日 

 
内服抗生剤の種類 
□アモキシシリン（サワシリンⓇ等）  
□ビクシリン（アンピシリンⓇ等）  

 
内服抗生剤の量 
プロベネシド併用の有無    
内服抗生剤の変更・中止の有無 
内服抗生剤を変更した場合 
変更後の抗生剤 
変更後の抗生剤の量 
変更した理由： 
 

内服抗生剤を中止した場合 
中止した理由： 
 

妊婦のHIV感染の有無 
妊婦の梅毒治療後に測定したRPR値 
（治療一年以内の測定値は全て記載） 

 
出産日時   
出生体重 
新生児血清RPR測定日時 
血清RPR値（定量値） 
新生児T.pallidumを抗原とする検査測定日時 
T.pallidumを抗原とする検査 

新生児血清FTA-ABS IgM 
その他特記すべき新生児検査所見（髄液RPR値など） 

 
先天梅毒の診断と根拠 
□ 先天梅毒でない   
□ 先天梅毒と診断（以下のいずれかの診断基

準を選択）      
□母体の血清RPR値と比べて新生児の血清 RPR

値が4倍以上高い  
□ 新生児の血清FTA-ABS IgM抗体が陽性 
□ 新生児の病変・体液からPCRで梅毒陽性 
□ 新生児の病変・体液から暗視野顕微鏡で梅

毒陽性      
□ 先天梅毒の症状・所見を呈する（以下のい

ずれかを選択）     
□非免疫性胎児水腫 □黄疸 □肝脾腫 

 □皮疹 □偽性麻痺 □鼻炎  
 

妊娠転帰      
□ 生産□ 死産□ 流産（流産は20週未満の胎 
児死亡、死産は20週以降の胎児死亡と定義）

      
  
CRF作成日：     
作成者：     
       
(倫理面への配慮) 
アンケート調査において、患者が特定できないよ

うにコード化されている。また研究倫理審査は、研
究責任者の所属施設（日本大学医学部）で行い、そ
の後に日本産科婦人科学会臨床研究倫理審査委員
会、WHO倫理委員会での承認を得た。第2回調査では、
日本大学医学部の研究倫理審査委員会の承認を得
て、本研究班研究分担者として調査を実施した。 

 
 

Ｃ．研究結果 
（１）アンケート調査に対する回答について 
・今回送付施設    42施設 
・今回回答施設    12施設  
・全送付施設   88施設 
・全回答施設   58施設（全回答率66%） 
・全回答症例数   172例 
（第2回調査によって、42例のCRFの追加回答を得
た） 
・対象症例の診断時期：2011-2018年（2016年の日
産婦学会調査の報告症例とは一致しない）  
（２） 梅毒合併妊婦の背景と治療時期 
44施設からの131例の梅毒合併妊婦の症例を集積

したが、産後に治療開始となった症例が14例であり、
これらは除外した。上記組入基準を満たした妊婦が
80例であり、この80例を研究対象とした。 
追加回答の41例のうち、41例のうち、本研究の組

み入れ対象としたRPR8以上かつTPHA陽性例に絞る
と18例となった。さらにｍ出産後に治療開始されて
いる3例を除くと15例となり、出産数年前に治療さ
れたのみの1例、アモキシシリン・アンピシリン以
外の経口ペニシリンで治療された1例、妊婦の治療
詳細がわからない1例を除外とした結果、研究対象
は、12例が追加された。 

 
80例の母体年齢は、21-27歳であり、日本の一般

的な妊娠年齢からは明らかに若年であった。早期梅



毒が39％、後期梅毒が61％であり、母子感染成立例
は全例後期梅毒の妊婦であった。AMPCもしくはABP
Cの内服期間は、中央値で60日であった。 
（３）治療法と先天梅毒の母子感染率 
80例のうち、母子感染例は15例（21%）（生産・

先天梅毒13例、死産1例、流産1例）であった。80
例のうち、欠損データのあった9例を除くと、第1
回調査での解析対象は、71例となった。それに第2
回調査で得た12例を追加した83例について検討し
たところ、母子感染例は20例（24.1%）となった。 

 
出産60日以前から十分な梅毒に対する治療を施

行された母体57例については、母子感染率は14％で
あった。母子感染が成立した母体は、すべて後期梅
毒であった。アモキシシリンとアンピシリンの母子
感染率の比較では、AMPCが11％、ABPCが27％で有意
ではないものABPCでは母子感染が起こりやすい傾
向があった（p=0.11）。治療開始週数は、母子感染
例では18週（13-34週）、非感染例では16週（13-2
5週）であり、有意差はなかった。出産週数も、母
子感染例で38.6週（35.6-40.9）、非感染例で39.1
週（37.9-40.3）であり有意差はなかった。治療か
ら出産までの週数は、母子感染例で15.7週（0.4-2
5.9）、非感染例で23週（16.7-27.2）であり、母子
感染は治療期間が短いまま出産に至った例で有意
に多かった。その他、診断時のRPR値や診断週数な
どは、有意な差はなかった。 
（４）母子感染症例の検討 
15例の母子感染例のうち、8例は妊娠20週以前、7

例は20週以降に診断がついていた妊婦であったこ
とからも、週数は母子感染の有無とは関連がないこ
とが窺える。また、日本人以外の母体で、母子感染
例が有意に多かった。後期梅毒の妊婦が多いことと
関連すると推察される。 

 
第1回調査の結果・解析については、米国CDCのオ

フィシャルジャーナルであるEmerging Infectous 
Diseasesに2020年に掲載された。（文献８：Nishi
jima T, Kawana K, Fukasawa I, Ishikawa N, Tay
lor MM, Mikamo H, Kato K, Kitawaki J, Fujii T
 and the Women’s Health Care Committee, the 
Japan Society of Obstetrics and Gynecology, E
ffectiveness and Tolerability of Oral Amoxici
llin in Pregnant Women with Active Syphilis, 
Japan, 2010-2018, Emerging Infect Dis, 26(6)
 :1192-1200, 2020）。第2回追加調査の結果は、解
析途中であるが、母子感染率等はほぼ同様の結果と
なった。 

 
Ｄ．考察 
・妊娠中に経口ペニシリン内服による治療を開始し
たが、24.1％の母子感染率であった。アモキシシリ
ンもしくは経口アンピシリンによる治療で、早期梅
毒妊婦例では母子感染を認めなかったものの、全対
象例における母子感染予防効果は不十分であった。 
・早期梅毒妊婦に対しては、アモキシシリン1500m
g30日は有効かもしれないが、後期梅毒には推奨で
きない。 
・経口アンピシリンは、アモキシシリンに比べて母
子感染率が高い傾向があり、またバイオアベイラビ
リティーが低いため、推奨されないと言える。本邦
でも推奨レジメンであるベンザチンペニシリンG筋
注の早急な再導入が望まれるとともに、同薬剤が使

用できない間は、神経梅毒に準じたペニシリンG静
注やセフトリアキソン静注による治療も検討すべ
きであろう。 
・日本国内での妊婦に対する全例梅毒スクリーニン
グ検査は、妊娠12週で実施することになっている。
その結果によって、妊娠15週くらいから梅毒に対す
る母体の治療が開始されるシステムである。しかし、
先天梅毒を発症した児の母体の中には妊娠15週や
それ以前から梅毒に対する治療を開始したにもか
かわらず母子感染を予防できなかった症例が存在
することが判明した。 
このことは、少なくとも経口ペニシリン剤によっ

て梅毒合併妊婦を治療している日本では、現行の妊
婦初期スクリーニング体制では予防し切れないこ
とを示している。妊娠する以前に梅毒を治療してお
くことが肝要であり、妊娠可能年齢、特に好発年齢
である若年女性の梅毒を早期発見、早期治療するこ
とが重要である。 
 
Ｅ．結論 
経口ペニシリン剤による梅毒の母子感染予防効

果は、早期梅毒合併妊婦に対しては有効であると考
えられた。 
一方、後期梅毒合併妊婦に対しては、経口ペニシ

リン剤では完全に母子感染を予防することはでき
ない。その中で、アモキシシリン（AMPC）の方がア
ンピシリン（ABPC）よりも母子感染予防効果が高い
傾向があった。 
妊娠初期のスクリーニングと、早期の治療介入が、

母子感染予防に重要である。 
妊娠可能な女性には、梅毒とそれによる母子感染

（先天梅毒）に関する知識を啓発する必要がある。 
妊娠中期以降に診断された妊婦は、初期スクリー

ニングを受けていない不定期受診妊婦の可能性が
高いことから、特定妊婦のケアのための母子手帳発
行時の梅毒抗体検査の必要性を説明するとともに、
定期受診の注意喚起が望まれる。 
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Ａ．研究目的 
性感染症に関する特定感染症予防指針や感染症

発生動向調査等を踏まえて、性的に活発な若い世代
の性感染症の増加や生殖年齢に関係して次世代へ
の影響を考慮して当事者となりうる若者に性感染
症予防の知識と実践について情報を届ける必要が
ある。調査啓発スライド「あなたのためになる性感
染症予防（中高生向け）スライド」（2017作成）を
使った講演および調査を分析し、その内容や周知に
ついて評価を試み、具体的な予防対策の実施に向け
て提言をまとめた。 
 
Ｂ．研究方法 
2018年に日本性感染症学会の公開サイトに「あな

たのためになる性感染症予防（中高生向け）スライ
ド」及び若年者に影響を与える大人が性の知識を基
本的に得るためのスライドをQA型式で作成し公開、
掲載し一般市民からアクセスを可能として、自己学
習や学校での活用の機会を提供した。2019年6月～1
2月において中高生のピアとして大学生に、作成し
た啓発スライド内容とその周知方法について意見
を求めた。具体的には、啓発スライドを使った講義
（約20～30分）のち、自記式アンケートの質問紙を
配布し回答を提出したうち、研究協力に同意を得た
対象のデータ集計をした。その結果を検討し、情報
発信や予防対策に関して、2020年に提言をまとめた。 
調査対象は大学生455人（2019年12月現在）男28

3人 女169人 性別記載無3人、うち研究協力同意者
（計299人）男160人 女136人 性別記載無3人：所属
学部・総合情報（デジタル・ゲーム・メデイア）・
理工（建築）・スポーツ健康・体育・医療保健（看
護）・発達教育などであった。 
（倫理面への配慮） 
アンケート調査において質問紙は無記名とし調

査協力は任意及び回答しないことで不利益がない 
ことを保証するとともに、学会発表・論文投稿によ 

 
 
る公表予定であることを明記した。本研究は自治医
科大学臨床研究等倫理審査委員会に承認を得た（臨
大18-185号）。 
 
Ｃ．研究結果 
調査内容は2019年度に集計分析したデータにつ

いて、2020年度はそれらを精査し、次の通り報告す
る。299人からの回答は、性感染症の知識は、HIV
感染症/AIDS（98.0％）と性器クラミジア感染症（7
0.9％）は良く知られていた。予防方法は「コンド
ーム使用（82.3％）」「検査を受ける（73.6％）」
「性行為は決まったパートナーとのみ（44.8％）」
であったが、「基礎体温（23.4％）」「ピル内服（2
0.7％）」など避妊関連の用語を性感染症予防と誤
解している者もいた。性感染症に対する認識として、
性感染症は自分に「とても関係ある（22.1％）」「い
つかは関係あるかも（20.4％）」「関係ない（4.7％）」
であった。セックスするときにパートナーと性感染
症予防について話し合えるかに対して「多分話し合
えない（19.4％）」で、理由は「恥ずかしい（49.
2％）」「性感染症のことまで考えられない（32.
2％）」「相手に嫌われそう（23.7％）」などであ
った。セックスに応じるかについては「お互いに納
得すれば（36.5％）」「避妊をしたら（31.4％）」
「あまり考えたことが無い（27.4％）」「性感染症
予防をしたら（23.1％）」「愛情があるなら（21.
7％）」であった。性別による特徴は「特定の彼氏、
彼女とはセックスしても良い（P=0.000）」「性感
染症予防をしたらセックスに応じる（P=0.002）」
は女性が有意に多く、「他人に迷惑をかけなければ、
本人の自由（P=0.002）」は男性が有意に多かった。 
スライドの内容や構成は9割以上が良いと回答し、

スライドの活用方法としては、「インターネットの
活用」「学校の授業」「ポスターやチラシにして学
校へ配布」「漫画、冊子，雑誌に掲載」「講演会な
ど」であった。行動変容に必要なことは、「症状・

研究要旨  
日本性感染症学会に研究班で作成した啓発スライドや QA 集を公開したこ

とにより、学校等で性教育資材及び指導者向け講演会の資料として活用され

た。また、スマートフォンで閲覧可能として、インターネット検索から、若

年者やその親や教師など関係者が、個人で啓発スライドから性感染症予防を

学習することにつながった。さらに若者に効果的な性感染症予防方法を検討

するために、予防啓発スライドを用いた性感染症予防講演の実践を大学生対

象に行い、若者に有効な教育内容及び方法について調査を行った結果、若者

の性に関する知識や予防意識の現状とともに、予防啓発ツールの活用につい

て様々な意見が得られた。効果的な予防啓発のためには継続した教育の機会

の必要性が示唆され、性感染症について自分自身の問題として捉えることが

重要であることから、情報発信や予防対策に関して、提言をまとめた。 

 



実例・検査・予防方法などの正しい知識」「意識改
革・関係ないと思わない・間違った認識の訂正・責
任感を持たせる」「危険性・怖さ・恐怖を伝える」
「コンドーム等の配布・安価・買いやすく・常に携
帯」等の意見があった。 
自由記載は以下の概要であった。 

・もしもの対処法や相談先がわかった。 
・コンドームで防げない病気があることに驚き。キ
スでも感染するものがあると知らなかった。このよ
うな話は初めてだった。 
・パートナーや子供のために最大限配慮する。・軽
く考えている人にこれから生まれる子供達のため
に、後悔しないために伝えてほしい・パソコンより、
専門・家から生で聞いて勉強になった。・聞きにく
かったことが学べた。隠すことはないんだと感じ
た。・知ってるつもりでも全然違っていたことが聞
けた。・ゴムの大切さがわかった。しっかり男がし
ないと！・中学生向けならもっとオブラートに包ん
で話してほしい。・中学の時に聞いた話は抽象的過
ぎで何かわからなかった。・学び直して何が大事か
がわかった。・小中高大で受け止め方が違うので良
かった。・自分でしか自分を守れないとしみじみ思
った。・改めて気を付けなければ。多くの若者に知
ってほしい。・コンドームをもっているのもいいと
知れた。他人事ではない。 

 
Ｄ．考察 
研究班の成果物である予防啓発スライドは、大学

生の調査から内容や構成とも適切という意見であ
ったが、性や性感染症について自分の問題として捉
えているかどうかの現実性や実効性に乏しいこと
が考えられた。このような啓発資材を使った講演で
は、改めて気づかされたという意見も多かったため、
若年者が自分自身でその自覚を持つ機会を得るこ
とが難しいことも示唆された。その解決のためには、
学校や地域で次のような具体的な対応を実践して
いくことが重要である。 
・対象者につながる方法で情報提供： 世代や性別、
ジェンダー、生活背景等を考慮し、性行動の現状や
違いに応じて、SNSやyoutube等を活用した啓発情報
を提供する。 
・学校や事業所において「誰もが感染する」ことを
意図した健康教育：情報を判断するリテラシーの醸
成として、小・中・高・大学などのそれぞれの過程
において、計画的に繰り返し行う。一方的な情報提
供の例であれば、学校や信用できるサイトでQRコー
ドを記載したポスターやチラシを作成し、学校や事
業所の保健室・玄関、集客施設など、誰もが繰り返
し目に留まる場所に掲示する。 
・若年者や治療経験者等によるピアエデュケーショ
ン：当事者が集える居場所の活用やLINEやチャット
などで、つながるネットワークを利用して、自分の
問題と捉え行動を促す。 
・偏見や差別にさらされない配慮：個別性を確保し
た相談や診療環境（検査・治療など）を整備し、イ
ンターネット相談においても適切な支援につなが
るシステムを構築する。 
・関係機関が参画した対策の評価：感染症発生動向
の評価のみならず、学校や地域で性感染症対策に関
わる関係機関が包括的に対策の進捗について、コミ
ュニケーションできる地域づくりを行う。 

なお、今後考えられる新たな課題としては、（1）
SNSの普及による、さらに多様な啓発方法の活用：
情報伝達ツールは多様となり、個人情報や尊厳を守
ったうえでSNS等を活用することが重要である。(2)
若年者以上の年代への性感染症予防教育の普及：若
年者は学校での性教育などで性感染症を学ぶ機会
があるが、性教育を全く学ぶ機会がなかった世代や
特にジェンダーギャップの大きい中高年では、若者
のみならず性的活動が活発な場合もあり、感染予防
の基本や知識が身についいない。大人にとって、性
感染症予防に必要な性行動の変容として、すぐに実
行につながる性感染症予防教育や啓発は喫急の課
題であるため、多様な対象を考慮して、工夫して提
供する必要がある。 

 
Ｅ．結論 
日本性感染症学会に研究班で作成した啓発スラ

イドを公開したことにより、学校等は性教育資材及
び指導者向け講演会の資料として活用していた。ま
た、スマートフォンで啓発資材を公開閲覧可能とし
て、インターネット検索から、若年者やその親や教
師など関係者が、個人で啓発スライドから性感染症
予防を学習することにつながった。 
調査研究の検討から、性感染症に関する予防指針

を踏まえて、提言する。 
１．対象者につながる性感染症予防啓発と支援を基
本とする 
２．他人ごと意識で忘れられているリスクに対する
情報提供と、情報を判断する力を養う（リテラシー
と実践） 
３．当事者を主体とした教育啓発と支援を実践する 
４．性に関する先入観にとらわれない社会環境のも
とに、相談・医療体制を整備する 
５．対策の評価を中長期的に包括的に行う 

 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表  
・白井千香．若者の性感染症の現状と課題，健康教
育 Vol.69 No16,20-3,2018  
・白井千香．性感染症の拡大を防ぐには―公衆衛生
の視点から―日本臨床 Vol77.No2,332-7,2018  
・白井千香．性感染症予防啓発の現状と課題，日本
医師会雑誌 Vol.146 No12,2515-8,2018 
・野々山未希子,白井千香他.若者に有用な性感染症
予防啓発方法の検討－スライド「あなたのためにな
る性感染症予防」を活用して－日本性感染症学会誌
投稿中2021年3月 
2.  学会発表 
・野々山未希子,白井千香．性感染症に関する特定
感染症予防指針に基づく対策の推進に関する研究
班（三鴨班）の報告．日本性感染症学会第32回学術
集会.（口頭発表）2019.12.01 
・野々山未希子,渡曾睦子,細井舞子,金井瑞恵,山岸
拓也,種部恭子,岩室紳也,白井千香. 若者に有用な
性感染症予防啓発方法の検討－スライド「あなたの
ためになる性感染症予防」を活用して－日本性感染
症学会第33回学術集会.一般演題プレナリーセッシ
ョン（口演発表）2020.12.06 

 
Ｈ．知的財産権の出願 
登録状況等なし

 
 



新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業 分担研究報告書 
 

研究分担者  山岸由佳  愛知医科大学 医学部・教授（特任） 
 
 

Ａ．研究目的 
性感染症において口腔咽頭病変は重要であるが

無症状者を含む日本人において咽頭・喉頭におけ
るHPV保有状況に関する検討は十分ではないため
術中検体を用いてHPVの有無、型別を明らかにす
ることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 

愛知医科大学病院耳鼻咽喉科、または、東京女
子医科大学東医療センター耳鼻咽喉科を受診した
者で、何らかの理由でアデノイド切除術・口蓋扁
桃摘出術を受ける症例に、術中に採取された検体
（咽頭・喉頭）を使用し、液相ハイブリダイゼー
ション法（ハイブリッドキャプチャー II 法：hc2）
でHPV-DNA検査を行い、ハイリスク型（HPV-1
6・18・31・33・35・39・45・51・56・58・59・
68型）、ローリスク型（HPV-6・11・42・43・44
型）調査する。愛知医科大学病院（承認番号2019-
H139）、東京女子医科大学東医療センター（承認
番号5443）で倫理審査の承認を得ている。 
 
Ｃ．研究結果 

全体で86例135検体を実施した。年齢は15歳以下
58例（67.4%）105検体（77.8%）、16歳以上28例
（32.6%）30検体（22.2%）であった。検体は扁桃
82（60.7%）、アデノイド52（38.5%）、中咽頭1
（0.7%）であった。 

年齢は15歳以下（58例105検体）の検体は55、
アデノ50、16歳以上（28例30検体）の内訳は扁桃
27、アデノイド2、中咽頭1であった 

HPVの結果は陰性135検体、陽性0検体であった 
アンケート調査は、16歳以上30例中23例（76.7%）
からアンケートを回収した。 

男性10、女性13例であった。 
子宮頸がんワクチン接種歴：男性0例（0%）、女

性3例（23.1%）。 
性交渉歴：男女とも全例に認めた。 

口腔性交歴：男性あり7例（70%）、なし2例（20%）、
未回答1例（10%）、女性あり12例（92.3%）なし1

例（7.7%） 
尖圭コンジローマの既往歴を有する者：なし。

（女性）がん検診受診歴：8例。何らかの異常を指
摘された経験を有する者が2例。出産歴あり：2例。
であった。 
 
Ｄ．考察 
本調査では中咽頭がん1例を含む咽頭扁桃手術

症例における摘出検体を用いたHPV疫学調査を実
施したがHPV検出例は認めなかった。 
アンケート調査では口腔性交の実施率がアンケ

ート回答者の8割以上で認められ特に女性に多い
傾向があることが示された。 
本研究のLimitationとして症例数が少ないこと、

2施設に限って行われた研究であること、本調査対
象に若年性再発性呼吸器乳頭種症（juvenile-onset
 recurrent respiratory papillomatosis; JORR
P）が含まれていないことがあげられる。 
 
Ｅ．結論 
本調査ではHPVは認めなかった。 

 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 なし 
 2.  学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
        

 



厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
（総合）研究報告書 

 
 

新学習指導要領に沿った小・中学生に対する性感染症予防教育標準教材の作成に 
関する研究 

 
       研究分担者  齋藤  益子 関西国際大学 教授 

研究協力者   小川久貴子  東京女子医大 教授 
平澤  規子  足立区第10中学校  養護教諭 
岡 潤子    帝京科学大学  講師 
加藤江里子  帝京平成大学  准教授 
松本  憲子  宮崎県立看護大学  准教授 (1年目のみ) 

 
 

研究要旨 
1年目に義務教育における性教育の現状に関する情報収集、新学習指導要領の 
勉強会を行い、2年目に学習指導要領に沿った性教育教材をを作成し、3年目 
その教材を用いた性教育を実施して、生徒の理解度などをアンケートにて調査 
した。         

 
 
 
Ａ．研究目的 

義務教育において新学習指導要領に沿った性感
染症予防教育を行うための教材を開発し、有用性
を評価することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 

1年目:性教育に関する情報収集、各自が使用し
ている教材の収集。 

2年目:新学習指導要領に沿った教材の見直し、
教育指導の作成、指導案に基づいた教材の作成、
及びブラッシュアップCDへの焼き付け 

3年目:教材を用いた性教育の実施と評価 
（倫理面への配慮） 

3年目の実施に際しては、帝京科学大学の倫理委
員会にて審査を受け承認後に実施した。 
 
Ｃ．研究結果 

研究協力者のこれまでの性教育で用いていたP.
Pをもちより、新学習指導要領に沿って、内容をチ
ェックし、不適切とされている文言を修正して、
小学生用13本、中学生用7本のP.Pに、教育指導案
をつけ、指導要領に示されている狙い、性感染症
予防の視点からの狙いをつけて、指導案と教材(P.
P)をセットにしてCDに使用できるものにした。中
学生に性教育を行った後のアンケートでは約7割
が理解していた。          
 
Ｄ．考察 

作成した教材は、中学生への性感染症予防教育
のための教材として有用であり、学習指導要領に
沿っているものとして、学校で使用し易い物であ
り、今後の活用が期待できる。 
 
Ｅ．結論 
 今回の研究として義務教育における性感染症予
防教育のための教材として、小学生用13本、中学
生用7本のP.Pと指導案の作成を行った。中学生用
は生徒の理解度もよく、活用できる教材である。
小学生用は実際の生徒に使用して評価する必要が
ある。 

 
Ｆ．研究発表 
 1.  論文発表 
①田所潤子、齋藤益子他:新学習指導要領に沿った
小学生に対する性感染症予防教育の進め方と教材
の紹介、日本生殖心理学会誌,第6巻,2号,61- 68,2
020 
②齋藤益子:新学習指導要領に沿った性感染症予
防教育の進め方と教材の紹介、日本性感染症学会
誌31(1),1-5,2020 
③平澤規子、齋藤益子:新学習指導要領における性
教育の位置づけ、日本生殖心理学会誌,日本生殖心
理学会誌,第6巻,2号,61- 68,2020 
④齋藤益子:新学習指導要領に沿った性感染症予
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実践助産学 
  
Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

Ｈ．特許の取得 
なし 

Ｉ．実用新案取得 
なし 

 
 
 
表1.調査対象とした性感染症予防教育教材一覧 
 

学年 テーマ 資料枚数 作成者 

小学５年生 おとなに近づくこころ 20 枚程度 岡 潤子 

小学６年生 自分のからだを病気から守ろう 20 枚 加藤江里子 

 

中学 1 年生 

中学 2 年生 

いのちのバトン 

/あなたはどこからきたのか 

素晴らしい命を生きる 

30 枚 

35 枚 

齋藤益子 

齋藤益子 

中学生全体 

中学生全体 

中学 3 年生 

男子用 

女子用 

いちのバトン：自らしさを大切に 

いのちのバトン、性感染症, 妊娠と中絶、LGBT など 

性的接触で感染する病気を知ってますか 

男子生徒に伝えておきたいこと 

女子生徒に伝えておきたいこと 

30 枚 小川久貴子 

70 枚 齋藤益子 

45 枚 

30 枚 

30 枚 

齋藤益子 

木村好秀 

齋藤益子 

 



口腔・咽頭における性感染症の疫学 および 
性感染症に対する耳鼻咽喉科医の認識・診療内容に関するアンケート調査 

 
 研究分担者 余田 敬子  東京女子医科大学東医療センター耳鼻咽喉科 

 

 
Ａ．研究目的 
近年、性行動の多様化により口腔咽頭を介して

性感染症に罹患する患者が増加し、口腔咽頭の性
感染症精査を目的に自ら耳鼻咽喉科を受診する
人も増えている。また、2014年から全国的に感
染者が増加している梅毒は多彩な臨床症状を呈
するため、咽頭痛、急性難聴、めまい、頸部腫瘤
などで発症し、最初に耳鼻咽喉科を受診する感染
者の報告が散見されるようになっている。 
これらのことを背景に、耳鼻咽喉科外来におい

ても性感染症に適切に対応することが求められ
るようになった。泌尿器科、婦人科、皮膚科など
従来から性感染症診療を行ってきた科の医師か
らは性感染症診療に積極的に携わる耳鼻咽喉科
医師の増加を期待する声が根強く、一方で耳鼻咽
喉科医師はまだまだ性感染症診療に消極的であ
るとする意見も聞かれる。しかし、これまで耳鼻
咽喉科医師による性感染症診療の現状や意識を
調べる調査は行われておらず、その実情はあきら
かではない。 
そこで、平成30年度から令和1年度の2年間は、

当科における口腔咽頭の性感染症検査希望者と
医師側から性感染症が疑われた計18人について、
受診の目的および主訴、現病歴、前医の有無、臨
床経過、当科初診時の咽頭所見、検査項目とその
結果について後ろ向きに検討した。 
令和2年度は、日本耳鼻咽喉科学会の会員対象に
性感染症に関するアンケート調査を実施し、耳鼻
咽喉科における性感染症診療の現状と問題探っ
た。 
 
Ｂ．研究方法 
 口腔・咽頭における性感染症の疫学については、
2018年4月1日から2019年12月29日の間に当科
にて性感染症を疑った受診者、または患者自ら口
腔・咽頭の性感染症検査を希望した受診者を対象

とし、受診の目的および主訴、現病歴、前医の有
無、臨床経過、当科初診時の咽頭所見について後
ろ向きに検討した。 
 倫理面への配慮として、受診時に院内形式の説
明文書（個人情報を保護し、個人が特定されない
形での臨床研究への使用を承諾する、旨の内容を
含む）を用いて口頭および文書にて同意を得てい
る。 
アンケートは、一般社団法人日本耳鼻咽喉科学

会の会員を対象に行った。耳鼻咽喉科外来におけ
る性感染症診療に関する14問からなる調査票（表
1）を作成し、①2020年10月の日本耳鼻咽喉科学
会総会・学術講演会での講習会『性感染症におけ
る診療の注意点』に参加した会員に会場でアンケ
ートを配布、②全国の70歳未満（1945年4月1日
以降生まれ）の日本耳鼻咽喉科学会正会員（10,
325名）のうち会員番号の1桁が7の正会員 1050
名へアンケートを2020年11月2日に郵送（同年1
2月18日締め切り）、の2方法によるアンケート
調査を計画した。各設問毎に回答があったものを
有効回答とし集計を行った。 
本アンケート調査は、2020年8月7日に｢東京女子
医科大学倫理委員会｣における審査にて承認され
（第5714号）、同年8月28日の日本耳鼻咽喉科学
会理事会においても承認された。 
 
Ｃ．研究結果 
Ⅰ 当科における口腔・咽頭の性感染症の疫学 

2018年4月から2019年3月までに、当科にて当
科にて性感染症を疑って、または患者自らが希望
して口腔咽頭の性感染症検査を実施したのは18
人であった。問診、口腔・咽喉頭の視診および内
視鏡検査による観察の後に、咽頭の淋菌・クラミ
ジア核酸増幅法検査、梅毒・HIV・HBV・HCV
の血清抗体検査のうち、問診と臨床経過から必要
と判断されたものを行った（表2）。  

研究要旨 

性行動の多様化に伴い、耳鼻咽喉科領域の性感染症検査希望者や罹患者は珍しくなくなった。し

かし、泌尿器科、婦人科など性感染症診療に携わる機会の多い科から、性感染症に積極的に対応す

る耳鼻咽喉科が未だ少ないとする意見が聞かれる。 

平成 30 年度から令和 1 年度の 2 年間は、当科における口腔咽頭の性感染症検査希望者と性感染症

疑い患者の計 18 人について、受診の目的および主訴、現病歴、前医の有無、臨床経過、当科初診時

の咽頭所見、検査項目とその結果について後ろ向きに検討した。18 例のうち性感染症と診断された

のは、梅毒第 2 期が 2 例、咽頭淋菌感染が 1 例で、うち男性 1 例は定期的に性風俗の利用があり、

女性 2 例は性風俗従業女性であった。 

令和 2 年度は、日本耳鼻咽喉科学会の総会参加者と、会員への郵送で性感染症に関するアンケー

ト調査を実施した。447 名の会員から回答が得られ、性感染症検査希望者の経験があったのは 307

人（69%）、さらに自施設で検査を行っていたのはそのうちの 231 人（76%）であった。耳鼻咽喉

科領域の性感染症疑い患者を経験があったのは 187 人（43%）、疑い患者に自施設で検査を行って

いたのはそのうちの 147 人（80%）であった。検査希望者や疑い患者の経験がある耳鼻咽喉科医に

おいては、自施設での性感染症検査の実施率は低くはなかった。 



１）性別と年齢分布 
性別は男性9人、女性9人で、年齢分布は19歳

～63歳（平均38.1歳、中央値39.5歳）であった（図
1）。 
２）主訴 
受診時の主訴は、咽頭違和感が最も多く7人、

咽頭痛が4人、症状は無いが咽頭の性感染症検査
希望が2人、難治性咽頭淋菌感染、難治性口内炎、
嗅覚障害が1例、2例であった。B群では16例が反
復する扁桃炎を主訴に口蓋扁桃摘出術を希望し
て来院しており、咽頭違和感が2例であった（表2）。 
３）検査結果 
対象者18人のうち、治療を要する性感染症と診

断されたのは、梅毒第2期の2例、咽頭淋菌感染の
1例の計3例であった（表2）。 
４）前医での性感染症検査実施の有無（図2）   

18人のうちの14人(78%)の紹介元は耳鼻咽喉
科で、性感染症科からが1人、産婦人科からが1
人、紹介状を持たずに受診した人が2人であった。
18人のうち、7人は口腔咽頭の性感染症検査を希
望した受診した耳鼻科では対応できずに当科へ
紹介されていた。 
前医で口腔咽頭の性感染症検査が行われてい

た10人のうち、咽頭淋菌陽性であったのが5人
（このうち2人は治療後の治癒確認検査でも陽性
のために、3人は治療を受けたがその内容に患者
が不安を持ったために当科を受診していた）、梅
毒陽性であったのが2人(未治療が1人、半年間PC
投与後嗅覚障害が生じたために婦人科から紹介
が1人)、前医にてSTI検査がすべて陰性であった
がそれでも咽頭の性感染症に不安が払拭できな
いため当科へ紹介となったのが3人であった。 
 
Ⅱ 耳鼻咽喉科医を対象とした性感染症に関す
るアンケート調査 
１）回答者数 
①本研究計画後に、アンケートを配布する予定

であった講習が新型コロナウイルス感染症対策
のためWeb配信に変更となった。600人前後と想
定されていた講習受講者への現地でのアンケー
ト配布は中止、学会総合受付での手渡し配布への
変更もできなかった。代わりに学会会場の数カ所
にアンケートを置いて自由に持ち帰れるように
したが、会場参加者1,042名のうちアンケートに
回答した会員は60名（回収率 5.8%）と予定の1/
10程度であった 
②1050名への郵送アンケートへの回答を返送

したのは387名（回収率 36.9%）であった。 
２）勤務する施設の形態 
回答者の勤務する施設の形態は、未記入が14

人で有効回答数433人、医育機関が136人（31%）、
医育機関以外の病院が78人（18%）、医院が受診
時219人（51%）であった。（図3左）。 
３）回答者の年齢 
回答者の年齢は、未記入が3人で有効回答数44

4人、20歳代が18人（4%）、30歳代が79人（18%）、
40歳代が113人（25%）、50歳代が124人（28%）、
60歳代が82人（19%）、70歳代以上が28人（6%）
で、2019年12現在の日本耳鼻咽喉科学会全会員1
0,911人の年齢構成とほぼ同等であった（図3右）。 
４）耳鼻咽喉科領域の性感染症に対する認知度 
回答者の耳鼻咽喉科領域の性感染症に対する

認知度は、未記入が4人で有効回答数443人、｢人

耳鼻咽喉科領域の性感染症に対する認知度に説
明できる｣が56人（13%）、｢理解している｣が28
1人（63%）、｢名前だけ知っている｣が102人（2
3%）、｢全然知らない｣が4人（1%）であった。
回答者の年代別にみると20歳代おける認知度が
低くはなかった（図4）。 
５）性感染症検査が目的の受診者の経験について 
回答者における性感染症検査が目的の受診者

の経験の有無は、未記入が2人で有効回答数445
人、経験有りが307人（69%）、経験無しが138
人（31%）であった（図5左）。 
経験有りの307人中、2019年の1年間に経験した
性感染症検査を希望する患者の人数について回
答したのは300人で、3名以下と答えたのが170人
（57%）であった（図6左）。一方、10人以上の
経験がある者の所在地は、神奈川、東京、宮城、
愛知、大阪、福岡と、梅毒やHIV感染者数の多い
都府県が多かったが、そうではない県（長崎、青
森、岩手）も含まれていた。 
経験有りの307人中、2019年の1年間に経験した
性感染症検査希望者数の10年前と比較した増減
について回答したのは301人で、増えたと答えた
のは33人（11%）、変わらないと答えたのは135
人（45%）、減ったと答えたのは6人（3%）であ
った（図7左）。 
経験有りの307人中、性感染症検査希望者への

対応について回答したのは305人で、自施設で診
断し治療も行うと答えたのは119人（39%）、自
施設で診断し治療は他施設（または他科）へ依頼
すると答えたのは117人（38%）、診断も、治療
も、他施設（または他科）へ依頼すると答えたの
は55人（18%）、診断も、治療も、依頼も行わな
いと答えたのは6人（3%）であった（図8上）。 
性感染症検査希望者に対して自施設で実施いて
いる検査内容について回答した239人のなかで
行われていた検査は、多い順に淋菌・クラミジア
検査219人（92%）、Tp抗体定性検査140人（59%）、
RPR定性検査138人（58%）、HIV抗体検査105
人（44%）、HBV抗体検査92人（38%）、HCV
抗体検査86人（36%）であった（図9）。また、
性感染症検査希望者に対して自施設で実施して
いる検査を全て行っているのは47人（有効回答数
234人の20%）、症状や経過により必要と思われ
るものを選んで行っているのは183人（有効回答
数の78%）であった（図10）。 
６）耳鼻咽喉科領域の性感染症疑い患者の経験の
有無 
回答者における性感染症疑い患者の経験の有

無は、未記入が12人で有効回答数435人、経験有
りが187人（43%）、経験無しが248人（57%）
であった（図5右）。 
経験有りの187人中、2019年の1年間に経験した
性感染症疑い患者の人数について回答したのは1
84人で、3名以下と答えたのが166人（90%）で
あった（図6右）。一方、5人以上の経験がある者
の所在地は、東京、大阪、神奈川、埼玉、北海道
と、梅毒やHIV感染者数の多い都道府県が多かっ
たが、そうではない県（青森、徳島）も含まれて
いた。 
経験有りの187人中、2019年の1年間に経験し

た性感染症疑い患者数の10年前と比較した増減
について回答したのは178人で、増えたと答えた
のは19人（11%）、変わらないと答えたのは67



人（37%）、減ったと答えたのは3人（2%）であ
った（図7右）。 
経験有りの187人中、性感染症検査希望者数へ

の対応について回答したのは184人で、自施設で
診断し治療も行うと答えたのは83人（45%）、自
施設で診断し治療は他施設（または他科）へ依頼
すると答えたのは117人（38%）、診断も、治療
も、他施設（または他科）へ依頼すると答えたの
は67人（36%）、診断も、治療も、依頼も行わな
いと答えたのは2人（1%）であった（図8下）。 
７）2017年1月～2019年12月の3年間に診断また
は疑った性感染症について 

2017年1月～2019年12月の3年間に診断また
は疑った性感染症として最も多かったのは梅毒
で71例、次いでクラミジア61例、淋菌27例、HI
V 23例の順に多かった（表3）。 
 
Ｄ．考察 
 アンケート回答者の約7割に性感染症検査が目
的の受診者の経験があり、口腔咽頭の性感染症精
査を目的に自ら耳鼻咽喉科を受診する人が少な
くない実態が示された。性感染症疑い患者の経験
がある回答者は43%で、実際に耳鼻咽喉科領域の
性感染患者も少なくなかった。 
当科で平成30年度から令和1年度の2年間に治

療を要する性感染症と診断された3人は性風俗の
利用者または従業者で、いずれも性風俗に関連が
あった。性感染症と診断されなかった15人は、全
て口腔咽頭の性感染症検査を希望して当科を受
診していた。このうち、性風俗利用歴または従業
歴があった者が7人、受診者自身に性感染症の既
往がある、自分のパートナーが性感染症と診断さ
れた、ないしは既往があった者が5人、性風俗従
業歴があり性感染症の既往もあった者が2人であ
った。 
また、15人中の7人は口腔咽頭の性感染症検査

を希望して受診した耳鼻咽喉科で性感染症検査
を断られて当科を受診し、いずれも性感染症検査
の結果は全て陰性であった。淋菌やクラミジアの
咽頭感染に関する認識が患者側には拡がってい
るのに反し、患者側からの咽頭の淋菌・クラミジ
ア検査も含めた性感染症の検査の希望に応じら
れない耳鼻咽喉科医が少なからず存在すること
が示された。 
一方、アンケート調査においては、性感染症検

査目的の受診者の経験がある耳鼻咽喉科医の7
6%、性感染症疑い患者の経験がある耳鼻咽喉科
医の80%は自施設で性感染症検査を実施してお
り、実際に性感染症にかかわる患者が受診すれば
積極的に対応している耳鼻咽喉科医が多いこと
が示された。 
実際に行っている性感染症検査としては、淋

菌・クラミジアの核酸増幅検査が最も多く、次い
で梅毒定性検査が多かったが、診断に至った性感
染症としては梅毒、クラミジア、淋菌の順に多く、
近年の梅毒患者の急増に伴い、耳鼻咽喉科領域の
症状で発症する梅毒患者も増えていることが示
唆された。 
また、耳鼻咽喉科領域の性感染症に対する認知

度については、20歳代の18人において性感染症
について｢人に説明できる｣｢理解している｣と回
答した者が他の年齢層に比して少なく、臨床経験
が少ないことが耳鼻咽喉科領域の性感染症に対

する認知度の低さの原因と推察された。 
10年前に比較すると、2019年の性感染症検査目
的の受診者数も性感染症疑い患者数については、
どちらも｢変わらない｣が｢増えた｣を上回ってお
り、耳鼻咽喉科領域の性感染症に関連する患者数
は、10年前から現在と同程度は存在していたと推
定された。 
 
Ｅ．結論 
自ら口腔咽頭の性感染症を心配して耳鼻咽喉

科を受診する人が少なくないこと、性感染症検査
を希望する受診者や耳鼻咽喉科領域の性感染症
が疑われる患者の経験がある耳鼻咽喉科医では
自施設での性感染症検査の実施率が低くはない
こと、があきらかになった。一方で、受診者側か
らの性感染症検査の要求に応じられる耳鼻咽喉
科医が100％ではない実態も示された。 
全ての耳鼻咽喉科医が積極的に性感染症診療に
携わるようにするべく、20歳代でまだ臨床経験の
少ない耳鼻咽喉科医や、性感染症検査を希望する
受診者や耳鼻咽喉科領域の性感染症が疑われる
患者の経験がない耳鼻咽喉科医を取りこぼさな
いように、啓発活動および情報の発信を今後も継
続していくことが必要と考える。   
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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表1 調査票 
問 1. あなたの勤務する施設の形態と所在都道府県をお答えください。 

   1. 医育機関   2. 医育機関以外の病院   3. 医院      所在地（             ） 都・道・府・県 

問 2.  あなたの年齢をお答えください。 

   1. ～29 歳   2. 30～39 歳   3. 40～49 歳   4. 50～59 歳   5. 60～69 歳   6. 70 歳以上  

問 3. 耳鼻咽喉科領域の性感染症をご存じですか。 

   1. 人に説明できる   2. 理解している   3. 名前だけ知っている   4. 全然知らない   

問 4. 日常診療のなかで、性感染症検査を希望する患者を経験されたことはありますか。 

   1. ある →問 5～9 へ   2.ない →問 10 へ  

問 5. 問 4 で｢1. ある｣と答えた方にお伺いします。性感染症検査を希望する患者を 2019 年 1 月～12 月の 1 年間に何人経験されましたか。  

（    ）人 

問 6. 問 4 で｢1. ある｣と答えた方にお伺いします。問 3 で答えた 2019 年 1 年間の性感染症を検査希望した患者数は、10 年前にご自身で経

験した患者数に比べて増えましたか。     1. 増えた→10 年前の約 （     ）倍   2. 変わらない   3. 減った→10 年前

の約 （      ）%   4. わからない   

問 7.  問 4 で｢1. ある｣と答えた方にお伺いします。性感染症検査を希望する患者にどのように対応していますか。 

   1. 自施設で診断し、自施設で治療を行う   2. 自施設で診断し、治療は他施設（または他科）へ依頼する    

3. 診断も、治療も、他施設（または他科）へ依頼する    4. 診断も、治療も、依頼も行わない   5. そのほか（        ） 

問 8.  問 7 で｢1.｣｢2.｣の自施設で診断していると答えた方にお伺いします。性感染症検査を希望する患者に行っている検査をお答えくださ

い。（複数回答可） 

   a. 梅毒 RPR 定性  b. 梅毒 TP 抗体定性   c. HIV 抗体   d. 淋菌・クラミジア（咽頭スワブ TMA）   e. 淋菌・クラミジ

ア（咽頭スワブ SDA）   f. 淋菌・クラミジア（咽頭スワブ PCR）   g. 淋菌・クラミジア（咽頭スワブ・検査不明）   h. 淋菌・ク

ラミジア（うがい液 TMA）  i. 淋菌・クラミジア（うがい液 PCR）   j. 淋菌・クラミジア（うがい液・検査不明）   k. HBV 抗体   l. 

HCV 抗体  m. その他（          ）  

問 9.  問 8 で選択した性感染症検査を、どのように行っていますか。 

   1. 性感染症検査を希望する患者には、問 6 で選択した性感染症検査をすべて行う。  2. 患者の症状や経過により、問 6 で選択した

性感染症検査から必要と思われるものを選んで行う。   3. そのほか（                     ）   

問 10. 日常診療のなかで、臨床所見などから医師側から耳鼻咽喉科領域の性感染症を疑う患者を経験されたことはありますか。 

   1. ある →問 11～14 へ   2.ない  

問 11. 問 8 で｢1. ある｣と答えた方にお伺いします。医師側から耳鼻咽喉科領域の性感染症を疑う患者を 2019 年 1 月～12 月の 1 年間に何

人経験されましたか。       （          ）人 

問 12. 問 8 で｢1. ある｣と答えた方にお伺いします。2019 年 1 年間の医師側から耳鼻咽喉科領域の性感染症を疑った患者数は、10 年前に比

べて増えましたか。  

    1. 増えた→10 年前の約 （   ）倍   2. 変わらない   3. 減った→10 年前の約 （    ）%   4. わからない   

問 13. 問 8 で｢1. ある｣と答えた方にお伺いします。耳鼻咽喉科領域の性感染症を疑う患者にどのように対応していますか。 

   1. 自施設で診断し、自施設で治療を行う   2. 自施設で診断し、治療は他施設（または他科）へ依頼する    

3. 診断も、治療も、他施設（または他科）へ依頼する    4. 診断も、治療も、依頼も行わない   5. そのほか（   ） 

問 14. 問 11 で｢1｣とまたは｢2｣、｢自施設で診断している｣と答えた方にお伺いします。 

診断した患者の疾患名、臨床症状、年齢、性別など、わかる範囲でご記入ください。 

・（   ）歳または（   ）歳台、（ 男 ・ 女 ）性、 診断（            ）、 臨床症状（                  ） 

・（   ）歳または（   ）歳台、（ 男 ・ 女 ）性、 診断（            ）、 臨床症状（                  ） 

・（   ）歳または（   ）歳台、（ 男 ・ 女 ）性、 診断（            ）、 臨床症状（                  ） 

・（   ）歳または（   ）歳台、（ 男 ・ 女 ）性、 診断（            ）、 臨床症状（                  ） 

・（   ）歳または（   ）歳台、（ 男 ・ 女 ）性、 診断（            ）、 臨床症状（                  ） 



表２ 対象者18人のprofiles 
 

No. 
性

別 

年

齢 
主訴・受診理由 

性 

風俗 
性感染症の既往 当科での検査・診断 

1 M 22 咽頭 STI 検査希望 ― ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-) 

2 M 26 咽頭違和感 利用 ― 梅毒第 2 期（RPR 59.9 R.U.、TPHA 880.0 COI） 

3 M 31 咽頭違和感 利用 ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-) 

4 M 38 咽頭痛痛 ― ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-) 

5 M 42 咽頭違和感 利用 ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-)、HIV・梅毒・HBV HCV(-) 

6 M 43 咽頭淋菌精査希望 利用 ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-) 

7 M 44 口臭 ― ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-) 

8 M 50 咽頭違和感 利用 ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-)、HIV・梅毒(-) 

9 M 60 口腔と顔面の異常感 利用 ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-)、HIV・梅毒(-) 

10 F 19 咽頭 STI 検査希望 ― 尖圭コンジローマ HIV(-) ・梅毒(-) 

11 F 25 長引く咽頭痛 従事 梅毒 咽頭淋菌(+) ・咽頭クラミジア(-) 

12 F 27 咽頭違和感 ― 性器クラミジア 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-) 

13 F 29 咽頭違和感 ― ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-)、HIV・梅毒(-) 

14 F 31 長引く咽頭痛 ― ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-)、HIV・梅毒(-) 

15 F 41 咽頭痛痛 ― ― 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-)、HIV・梅毒・HBV HCV(-) 

16 F 43 難治性口内炎 ― 尖圭コンジローマ 咽頭淋菌(-) ・咽頭クラミジア(-) 

17 F 51 咽頭違和感 従事 ― 梅毒第 2 期（RPR 332.1 R.U.、TPHA 263 COI） 

18 F 63 嗅覚障害 従事 梅毒 梅毒治癒後（RPR 3.3 R.U.、TPHA 108.2 COI） 

 
 

 

 



 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
（総合）研究報告書 

 
性感染症に関する特定感染症予防指針に基づく対策の推進に関する研究 

―尿道炎原因菌の薬剤耐性機構の解析と効果的な治療法の検討― 
 

研究分担者  安田 満 国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学 
医学部附属病院生体支援センター 准教授 

 
 
研究要旨 
淋菌臨床分離株を広く収集し、淋菌臨床分離株の薬剤感受性測定を実施した。 
全国の協力医療機関より送付された淋菌性尿道炎検体より最終的に2018年586株、2019年は641株 
が淋菌として保存された。2020年は暫定的に830株が保存された。 
PCG、TC、LVFXは非感受性株が大多数を占め、初期治療薬として使用できないと考えられた。 
CFIXは以前と比べて低感受性株が減少しているが、現在のわが国の用法用量では初期治療薬とし 
ては推奨できないと考えられた。現在ガイドラインで初期治療薬として推奨されているSPCMおよ 
びCTRXは非感受性株はほとんど分離されず、このまま使用可能であると考えられた。 
また Mycoplasma genitalium 臨床分離株を入手し、さらに治療失敗症例の遺伝子変異について 
検討した。 

 
 
Ａ．研究目的 
淋菌はこれまで推奨薬とされてきた治療抗菌薬に
対し悉く耐性を獲得し、すでに有効な初期治療薬は
ceftriaxone（CTRX）とspectinomycin（SPCM）の2
薬剤のみとなっている。2009年に世界で初めてわが
国でCTRX耐性菌が分離され、その後もCTRX低感受性
筋の報告がされている。またわが国ではSPCM耐性株
はほとんど認めないが、咽頭感染には無効である。
このような耐性菌が蔓延する場合薬剤感受性サー
ベイランスによりいち早く耐性菌の動向を把握し
対策を多当てることは非常に重要である。そこで本
研究ではまず淋菌臨床分離株を広く収集し、淋菌臨
床分離株の薬剤感受性測定を行う。薬剤耐性株につ
いてはその耐性機構を解析する。薬剤感受性試験よ
り有望な既存抗菌薬あるいは既存抗菌薬の組み合
わせが見いだされれば、その抗菌薬を用いた臨床効
果を検討する事を目的とする。本年度においては淋
菌臨床分離株を広く収集し、淋菌臨床分離株の薬剤
感受性測定を行い、その結果より有効な治療法を検
討する事を目的とした。さらに薬剤耐性化が著しい
尿道炎・子宮頸管炎原因菌である Mycoplasma gen
italium に関し薬剤耐性機構の解析を行うことを
目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
現在構築中である淋菌薬剤感受性サーベイラン

スの規模を全国的に拡大する。協力医療機関を受診
した尿道炎患者のうち淋菌性尿道炎を疑う患者を
対象とした。尿道分泌物をシードスワブ2号にて採
取し、岐阜大学に送付した。岐阜大学ではシードス
ワブの尿道分泌物をThyer Martin培地あるいはmod
ified-Thyer Martin培地に接種し36℃、5％CO2にて
培養を行った。得られた菌株はMALDI TOF-MSにて淋
菌であることを確認した後、冷凍保存用培地に懸濁
し-80℃にて保存した。 
 薬剤感受性試験はCLSI M07Eｄ11に準じ施行し
た。測定薬剤はPCG、CFIX、CTRX、TC、AZM、SPCM、
CPFXの7薬剤とした。ブレイクポイントはCLSI M1
00Ed29を用いた。わが国で淋菌に対し適応を取得し
ているAZM-ERのブレイクポイントは設定されてい
ないためYasudaらの報告(Yasuda M, Ito S, Hataz

aki K, Deguchi T. Remarkable increase of Neis
seria gonorrhoeae with decreased susceptibili
ty of azithromycin and increase in the failur
e of azithromycin therapy in male gonococcal 
urethritis in Sendai in 2015. 
J Infect Chemother. 2016 Dec;22(12):841-843.)
に準じ設定を行った。 
Mycoplasma genitalium に関しては臨床的に治

療が失敗した症例の解析を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
全国の協力医療機関より送付された淋菌性尿道炎
患者由来検体より最終的に2018年は586株、2019年
には641株が淋菌と同定され保存された。2020年に
は830株が暫定的に保存されたが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、資材の欠品、緊急事態宣
言による研究活動の制限により未同定の株が含ま
れている。 
このうち2019年株も測定に影響がおよび未測定株
が存在したが2020年度中に測定を完了した。測定が
すべて完了した2018〜2019年の結果は以下の通り
である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図 1 2018年に検体が得られた都道府県 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2 CFIX 

 

図 2 2019年に検体が得られた都道府県 

 
 
 
 
 
 

図 2 2019年に検体が得られた都道府県 

 

 

図 3 2020年に検体が得られた都道府県 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 PCG 
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1施設、6株 
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表 5 AZM 
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表 7 CPFX 

 
 

表 8 非感受性率 

 
 



M. genitaliumは薬剤耐性菌が増加している。 

図 4 わが国における薬剤耐性 M. genitaliumの

現状 
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従って M. genitalium の菌株を用いた薬剤耐性
機構の解析や有用な抗菌薬の探索を行うために
は臨床分離株が必要である。しかしながら臨床検
体からの M. genitalium の分離・保存は極めて
困難であり、世界で分離培養された M. genitali
um は約110株にすぎない。今回このうち薬剤耐
性菌を含む2割の株を入手した。 
また3施設で臨床的に治療失敗した M. genitaliu
m 性尿道炎患者の検体を用いてその遺伝子変異
を検討した。 
 
表9  M. genitalium の薬剤耐性機構 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
Ｄ．考察 
 PCGは全ての株が非感受性でありempiric ther
apyはもちろんのことdefinitive therapyとしても
使用できない。さらにペニシリナーゼ産生株がほ
とんど存在しないことよりβラクタマーゼ阻害
剤配合薬も無効である。TCは約8割が非感受性株
であり、初期治療薬としては不適である。CPFX
非感受性株は約65％であり2018年と比べても減
少した。これらの結果は以前の報告と比べて（Y
asuda M, Hatazaki K, Ito S, Kitanohara M, Y
oh M, Kojima M, Narita H, Kido A, Miyata K,
 Deguchi T. Antimicrobial Susceptibility of Nei
sseria gonorrhoeae in Japan from 2000 to 20
15. Sex Transm Dis. 44(3):149-153, 2017.）明
らかに減少している。しかしながら減少傾向にあ
るもののこの耐性率であれば臨床的には初期治
療薬としては不適である。AZMは耐性菌が増加し

ている。2018年にMIC＞512mg/Lを示す高度耐性
菌も出現していたが2019年では分離されなかっ
た。しかしながらMIC 2mg/L以上の耐性菌が増
加していた。本薬剤はガイドラインで推奨されて
いる薬剤がアレルギー等で使用できないときに
使用すべき薬剤であるためこれ以上耐性化を進
行させないためにも使用制限すべきであると考
えられる。SPCM耐性菌は分離されておらず引き
続き初期治療薬として推奨可能である。CFIX低
感受性株は約15％であった。2018年と比べやや
増加しているが以前の報告と比較して低下して
いる。しかし、わが国でのCFIXの用法・用量は
低用量であり、この用法用量を加味したブレイク
ポイント Ｓ：0.06mg/L以下（J Infect Chemot
her. 2003 ;9:35-9.）を適用すると非感受性率は4
5％になり、 CFIXを推奨薬として復活させれば
再度耐性化を進行させる可能性がある。CTRXは
 MIC=0.5mg/L を示す低感受性4株分離された。
ただしわが国でCTRXの用量は世界で最も多く
治療可能な範囲と考えられる。 

M. genitalium は薬剤耐性菌が増加しており
対策が急務である。 
 
Ｅ．結論 

2018〜2019年の淋菌臨床分離株の薬剤感受性
試験からは現在ガイドラインで初期治療薬とし
て推奨されているCTRXとSPCMは有効であると
考えられた。 

 
Ｆ．健康危険情報 

CTRXとSPCMは現時点で有効であると考えら
れるがSPCMは咽頭感染に無効であり、さらにC
TRX低感受性株の報告が世界的なされている。そ
れらに対応するためには新規抗菌薬の開発也既
存薬の再利用が必要である。実際の所新規抗菌薬
はすぐには臨床応用できないため既存薬でしの
ぐしかない。この場合非感受性率からすると候補
に挙がるのはCFIXとキノロンである。CFIXの日
本における用法・用量は最大で200mg×2であり
諸外国の400mg×1〜2と異なっている。そのため
初期治療薬として推奨する際にはわが国でのCFI
Xの用量・用法を諸外国と同様の用量・用法への
変更が必須である。キノロン薬は遺伝子変異が薬
剤感受性とリンクする。そのため遺伝子変異が無
いことが担保されれば使用可能となる。そのため
この遺伝子変異をPOCTで検出するキットの開
発が必要である。 

M. genitalium は薬剤耐性菌が増加しており
対策が急務である。 
 
Ｇ．研究発表 
なし 

] 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 

 
 



2018年から2020年の性感染症の動向 
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  研究要旨 
   本研究は４県のうち人口の多い都市部を２県、人口の少ない都市部を含む２県をそれぞれ 

ランダムに選び、県医師会に本研究に協力が可能な県を選択した。梅毒の動向は減少しつつ 
あり、淋菌感染症は千葉県・兵庫県に多かった。性器ヘルペスは女が男よ本研究は４県のう 
ち人口の多い都市部を２県、人口の少ない都市部を含む２県をそれぞれランダムに選び、県 
医師会に本研究に協力が可能な県を選択した。梅毒の動向は減少しつつあり、淋菌感染症は 
千葉県・兵庫県に多かった。性器ヘルペスは女が男より多かったが、減少傾向にあった。 

   妊婦健診で梅毒が発見されることは少なくなく、増加していると考えられる。 
   性感染症以外の感染症定点では、トレンドを追うことで十分な効果があるが、性感染症定 

点の問題点として、性感染症を診療していない医療機関が非常に多く、定点の機能を果たし 
ていなかった。非定点ではあるが診療に積極的な医療機関が多い。これでは十分な性感染症 
患者数を追うことができない。性感染症定点はランダムに定点医療機関を選択することに問 
題があると考えられる。 

 
 
Ａ．研究目的 
本研究は千葉県・岐阜県・兵庫県・徳島県の4

県における産婦人科・泌尿器科・皮膚科・性病科
を標榜する医療機関を症状があって受診した患
者のうち以下の感染症全数調査を行い（梅毒，淋
菌感染症，性器クラミジア感染症，非淋菌非クラ
ミジア感染症，性器ヘルペス，尖圭コンジローム），
わが国における性感染症の蔓延状況を明らかに
することを目的とした。また国の定点調査と研究
班の全数調査の違いを明らかにすることも目的
とした。 
 
Ｂ．研究方法 
千葉県・岐阜県・兵庫県・徳島県の4県産婦人

科・泌尿器科・皮膚科・性病科（本年は徳島県の
全泌尿器科も調査対象とした）を標榜する医療機
関に症状があって受診した以下の感染症全数調
査を行い（梅毒，淋菌感染症，性器クラミジア感
染症，非淋菌非クラミジア感染症，性器ヘルペス，
尖圭コンジローム），あらかじめ送付した調査票
（別紙）に診療・診断した医師に記入をお願いし
た。調査期間は令和２年10月1日から31日とし，
協力大学産婦人科又は泌尿器科が督促を2回行っ
た。本研究は各県医師会の協力があった。 
地域分類は人口が多い千葉県と兵庫県、人口が

少ない岐阜県・徳島県をそれぞれの地域とした。 
4県の調査票の回収，電子化は個人情報が含ま

れていることから，平成28・29・30年度全省庁
統一資格において「役務の提供等B又はCの等級
に格付けされ，かつ財団法人日本情報処理開発協
会の認定するプライバシーマーク（JISQ15001）
を取得した調査会社とし，一般財団法人中央調査
社を本研究の調査票の送付・回収・電子化の役務
を担った。これは個人情報保護を目的としたもの
である。   調査票は一般社団法人中央調査社
に送られ，電子化した。谷畑は電子化したデータ
を結果にあるとおり，判りやすいように男女・年

齢階級（5歳）の性感染症罹患率（Incidence rat
e）を人年法で示した。 
本報告書では重要な感染症である梅毒・淋菌感

染症（男性尿道炎・女性頸管炎）・性器クラミジ
ア感染症（男性尿道炎・女性頸管炎）を取り上げ
た。 
比較方法は4県罹患率合計，前回の研究班で性

感染症罹患率の高かった千葉県及び兵庫県と岐
阜県及び徳島県を比較し，さらに各県の比較も行
った。 
比較は荒川研究班の2012年から2017年と今回

三鴨研究班の2020年までの年間とした。 
またすべてのグラフ縦軸の単位は人年法を用

い，10万人年とした。 
 

Ｃ．研究結果 
(1)性感染症は20歳から34歳まで多く、35歳以

降漸減した。性行動は20歳から34歳に多いこと
が伺えた。20-34歳までの各グラフより、男も女
も性器クラミジア感染症が極めて多かった。女は
男よりも多かった。次いで男は淋菌感染症が多く、
女は性器ヘルペスが目立った。特徴的なことは、
男は非淋菌非クラミジア性感染症も多かった。そ
の多くは Micobacterium genitarium の可能性
がある。 
一方で2017年（参考）と比較しても、大きな

変動はなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2020年度年齢別感染症別結果 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考 2017年度年齢別感染症別結果 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
(2)調査年別地域・県別性感染症別梅毒の動向 
配偶者なしの男に梅毒が多かった。地域別に観

察すると、岐阜・徳島地域が多かった。県別では
兵庫県は配偶者あり・配偶者なしともに目立った。
岐阜県の女配偶者なしはここ2年梅毒の発生がな
かった。2012年から2020年までの増加のトレン
ドを観察すると、男は増加傾向、女は2017年か
ら減少傾向にあった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
調査年別地域・県別性感染症別動向 梅毒 4

県 全数 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(3)調査年別地域・県別性感染症別動向 梅毒 
配偶者なしの男に梅毒が多かった。地域別に観

察すると、岐阜・徳島地域が多かった。県別では
兵庫県は配偶者あり・配偶者なしともに目立った。
岐阜県の女配偶者なしはここ2年梅毒の発生がな
かった。2012年から2020年までの増加のトレン
ドを観察すると、男は増加傾向、女は2017年か
ら減少傾向にあった。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

(4) 調査年別地域・県別性感染症別動向 淋菌
感染症 
配偶者なしの淋菌感染症が地域・県別で多かっ

た。地域別では千葉・兵庫が多かった。県別では
徳島県が目立った。人口が少ないので、岐阜・徳
島の合算では少なくなった。女は岐阜に多かった。
トレンドは男女とも調査年に対して並行であっ
た。増加する傾向はなかった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
調査年別感染症別動向グラフ 淋菌感染症 4

県 全数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(5)調査年別地域・県別性感染症別 性器クラ

ミジア感染症 
女は男に比べて感染者数が多かった。男の地域

別では近年岐阜・徳島が多く、県別では岐阜県が
多かった。女も同様な傾向であった。性器クラミ
ジア感染症のトレンドは男の増加傾向、女の微増
傾向にあった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
調査年別性感染症別動向グラフ 性器クラミ

ジア感染症 4県 全数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
(6)調査年別地域・県別性感染症別 性器ヘル

ペス 
男は配偶者なしが配偶者ありに比べて地域・県

別で約2倍の差があり多かった。地域別では岐
阜・徳島、県別では男は岐阜県、女は兵庫県に多
かった。2012年から2020年のトレンドは男は増
加傾向であるが、女は平衡状態にある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
調査年別性感染症別動向グラフ 尖圭コンジロ
ーマ 4県 全数 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(7)性感染症検査 梅毒 性器クラミジア感染症、
淋菌（10万人年） 
本調査で問題となるのは妊婦検診時の検査で

梅毒、性器クラミジア感染症である。 
● 性器クラミジア 
４県の症候性・無症候性クラミジア感染症陽性

者が本年度は例年よりも高かった。地域では千
葉・兵庫が岐阜・徳島より高かった。県別では兵
庫県が高く、他3件は横並びであった。 
● 梅毒 

4県の妊婦梅毒は例年よりも高かった。地域で
は千葉・兵庫が岐阜・徳島よりも高かった。県別
では千葉県が最も高かった。 
 
性感染症検査 梅毒 性器クラミジア感染症、淋
菌 地域 10万人年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
県別性感染症検査 梅毒 性器クラミジア感染
症、淋菌 10万人年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(8)定点医療機関と非定点医療機関の問題点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
３年間の観察で定点が一定の数でなかった。定

点であるにも関わらず、2018年では半数以上が
性感染症の診療をしていなかった。１か月の調査
機関で2018年と2019年の定点・非定点の性感染
症診療数の平均は同じであった。 
 
Ｄ．考察 
(1) 梅毒 
近年梅毒の増加傾向が問題となっている。大人

の梅毒は高止まりしている。 
ま た妊婦梅毒は胎児に影響があり、4県調査を
もととした単純な計算ではあるが、約2000人の
胎児に梅毒が影響を与える。 
さらに人口の多い東京都、大阪府、福岡県を勘

案すると胎児への梅毒の影響はさらに多くなる
と考えられる。 
(2) 淋菌感染症 
淋菌感染症は非常に多い性感染症である。9年

間の観察機関でも減少傾向に至ってはいない。 
千葉県は少ないが、岐阜県、兵庫県、徳島県は

患者数が多い。 
淋菌感染症は男の性感染症と考えがちではあ

るが、女の淋菌感染症は男の4分の一程度あり、

少ないとは言えない。 
これらのことを明らかにすることができた。 

(3) 性器クラミジア感染症 
性器クラミジアは9年間のトレンド観察では、

男は2012年調査に比べて2020調査では約２倍に
増加している。 
女に多い性感染症と考えられてきたが、男も警

戒すべき性感染症となっている。 
地域では岐阜県、兵庫県が多いところであるが、

千葉県の増加が目を見張るものがある。 
妊婦クラミジア検査陽性者がこの3年間増加し

ており、問題といえる。妊婦が性器クラミジア感
染症である場合、胎児に影響を与えることから、
梅毒と同様警戒が必要である。 
(4) 性器ヘルペス 
性器ヘルペスは女性に極めて多い性感染症で

ある。 
比較ではあるが、千葉県よりも岐阜県、兵庫県、

徳島県に多い性感染症である。 
トレンドとして減少傾向にあるが、観察を始め

た2012年程度に戻ったに過ぎない。警戒が必要
な性感染症である。 
(5) 非淋菌非クラミジア感染症 
非淋菌非クラミジア性感染症は男に多くみら

れる性感染症である。 
研究が進んでいないところではあるが、Micob

acterium genitarium が近年増加していることか
ら、本研究で明らかに多い非淋菌非クラミジア性
感染症の一部は M. genitarium である可能性が
極めて高い。 

M. genitarium の治療は近年抗生剤の選択範
囲が狭くなっていることから、積極的な臨床検査
が必要であると考えられる。 
(6)  妊婦健診の検査で発見された梅毒、性器ク
ラミジア感染症 
妊婦健診で発見される梅毒は少数であるが存

在する。 
妊婦検診で発見される無症候の性器クラミジ

ア感染症も存在する。 
現在のところ、胎児に影響のある梅毒、性器ク

ラミジア感染症の妊婦検診で1回しか無い。リス
クのある人への検査をする機会が必要なところ
である。 
(7)  定点医療機関の問題点 
定点医療機関全てで性感染症が発見されては

いなかった。感染症定点の選定についてランダム
に選択するのは疫学原理的に間違いではない。し
かしながら感染症定点の選択は保健所に依頼さ
れていることから必ずしもランダム選択ではな
いと考えられる。それは保健所が医師会と相談し、
作為的に性感染症定点を選択していることが本
研究から伺わせる。そのような状態であるのなら
性感染症については定点調査ではなく、非定点の
医療機関のうち診療に積極的な医療機関を加え
ることによって、より正しい性感染症の数値が得
られると考えられる。 
一方性感染症定点医療機関数が観察した３年

で非常に大きな差があり、正しく定点患者数を算
出していなかったと考えられる。2018年はあま
りに少なかったため、2019年に性感染症定点医
療機関数を恣意的に増加させ、2020年には2019
年ほどの低点数は必要がないと判断され減少さ
せたと伺わせる。これでは正しい定点から得る性



感染症患者数は果たして信じることができるの
であろうか。本研究班は全数調査であり、このよ
うな恣意的な操作が入ることはない。今後性感染
症定点について、いかに正しい患者数を得るため
の議論が必要である。 
 
Ｆ．研究発表  
論文作成中 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  
なし 
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研究要旨 
梅毒は性感染症としての患者数が多いこと、比較的安価な診断法があること、抗菌薬による 

適切な治療により母子感染が防げることから公衆衛生上重点的に対策をすべき疾患に位置付け 
られているが感染症サーベイランスにおいて報告数が過小評価される傾向にある。 
本研究では感染症発生動向調査と谷畑らが行う性感染症全数調査で得られた梅毒症例報告数 

から全国の梅毒症例数を見積もり、今後の公衆衛生対応に資することを目的とした。 
4県全数調査とNESIDに対してCapture-Recapture法を用いることで、全国の年間梅毒症例数 

（95%信頼区間）は2016年18,300（15,250-21,786）例、2017年48,550（36,413-58,260）例、 
2018年35,035（28,028-41,218）例と推定された。2016年から2018年のNESIDにおける梅毒症例 
の捕捉率は12%～25%と推定された。2016年から2018年の全国の妊婦梅毒は年346例～785例 
（捕捉率5.2%～14.7%）と推定された。 
国・自治体はNESIDの捕捉率を上げる努力を続けつつ、捕捉率が低いことを前提として国内 

症例数の見積もり、対策の立案や評価を行う必要性があると考えられた。また、先天梅毒は 
10万出生あたり10例～21例と推定され、NESIDの報告よりはるかに多くの梅毒母子感染が起こ 
っている可能性があり、梅毒男女間感染防止対策を強力に推し進める必要があると考えられた。 

 
 
Ａ．研究目的 
梅毒は性感染症としての患者数が多いこと、比較

的安価な診断法があること、適切な抗菌薬により治
療が可能で、かつ母子感染も防げることから公衆衛
生上重点的に対策をすべき疾患に位置付けられて
いる。梅毒は1999年4月に施行された「感染症の予
防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」
（以下、感染症法）のもとで、全数把握対象疾患の
5類感染症に定められ、その報告数は全体として減
少傾向にあったが2010年以降増加傾向に転じ、201
8年に至るまで報告数は急増した。2018年4月からは
妊娠の有無が梅毒症例の届出項目に追加され、201
9年上半期に報告された女性梅毒症例1,117例のう
ち「妊娠あり」と報告された症例は106例であり、
妊娠に関する記述のある症例の12%を占めていた1)。
妊娠中の梅毒感染率は年0.02%（4,022人に1人）と
の報告もある2)。 
梅毒に対する公衆衛生対応を行うにあたり、その

発生状況を把握することは重要であるが、感染症サ
ーベイランス、とりわけ性感染症におけるサーベイ
ランスの報告数は過小評価される傾向にある3)4)。
ここでは、感染症発生動向調査と本研究班で実施し
ている性感染症全数調査5)で得られた梅毒症例報

告数から全国の梅毒症例数を見積もり、今後の公衆
衛生対策に資する情報をまとめることにした。 
 
Ｂ．研究方法 
1. 研究デザイン 
横断研究 

2. 情報源、研究対象者 
1)性感染症全数調査（以下、4県全数調査） 
2016年から2018年の荒川班を基礎として人口が

多い千葉県・兵庫県、人口が比較的少ない岐阜県・
徳島県の4県を調査モデル県とし、各地区で性感染
症診療を行っていると考えられた産婦人科、泌尿器
科、皮膚科、性病科を標榜する医療機関に調査会社
から調査票を発送し、毎年10月の性感染症に関する
検査数、陽性検体数（Rカルジオリピンを抗原とす
る非トレポネーマ抗原検査で16倍以上）、症例情報
を収集した（妊婦健診における検査を含む）。 
2)感染症発生動向調査 
2016年から2018年までの感染症発生動向調査年

報において報告された梅毒報告を感染症サーベイ
ランスシステム（National Epidemiological Surv
eillance of Infectious Disease: NESID）から抽
出した。また、本研究班で例年実施している4県（千



葉県、兵庫県、岐阜県、徳島県）全数調査で集めら
れた、毎年10月に診断された梅毒症例の2016年から
2018年までのデータを用いた。 
3)人口推計 
総務省統計局より公表されている人口推計より2

016年から2018年における国内出産数を抽出し、US
CDCが公表している妊婦数推計式6)を用いて妊婦数
の推計値を算出した。 
3. データの解析方法 
4県全数調査と感染症発生動向調査（以下、NESI

D）はそれぞれ独立した調査であることからCaptur
e-Recature法7)8)を応用して梅毒症例数、妊婦梅毒
症例数を推定し、その推定値からNESIDの梅毒症例
捕捉率の見積もりを行った。各々の調査で報告され
た梅毒症例に対して医療機関名、診断日、年齢、性
別、病型が一致している症例を同一症例とした。4
県（千葉県、兵庫県、岐阜県、徳島県）合計の梅毒
症例数を見積もりと95%信頼区間はnon-biased Cha
pman formulaを用いて算出した。 
４．倫理面への配慮 
本研究で用いたNESIDのデータならびに4県全数

調査におけるデータには個人情報が含まれず、デー
タ解析は国立感染症研究所内で行われ、倫理上の問
題が発生する恐れはない。 
 
Ｃ．研究結果 
１．4県全数調査とNESIDにおける報告症例数の特徴
の比較 
 NESIDでは、2016年から2018年にかけて各年10月1
日から10月31日に診断され、4県（千葉県、岐阜県、
兵庫県、徳島県）で報告された梅毒症例数は137例
（2016年42例、2017年39例、2018年58例）であった。
男性が99例（72%）であり、20歳未満18例（13%）、
20歳～39歳69例（50%）、40歳～59歳43例（31%）、
60歳以上20例（15%）であった。病期は、Ⅰ期・Ⅱ
期梅毒95例（69%）、Ⅲ期梅毒8例（6%）、無症状3
4例（25%）であった。 
全数調査における4県合計の調査票の送付数（回

収率）は2016年1,228/1,528件（80%）、2017年1,2
32/1,525件（81%）、2018年1,237/1,513件（82%）
であった。梅毒は288例（2016年79例、2017年109
例、2018年100例）が報告されていた。男性は173
例（60%）であり、20歳未満14例（5%）、20歳～39
歳157例（55%）、40歳～59歳95例（33%）、60歳以
上21例（7%）であった。病期は、Ⅰ期・Ⅱ期梅毒2
00例（70%）、Ⅲ期梅毒3例（1%）、無症状84例（2
9%）であった。 
 報告医療機関数に占める病院の割合は、4県全数
調査では2016年18%、2017年16%、2018年15%、NESI
Dでは2016年38%、2017年51%、2018年50%であり、4
県全数調査ではクリニックから多く報告されてい
た。 
２．Capture-Recapture法を用いて算出された4県の
梅毒症例推定数、NESIDにおける梅毒症例捕捉率、
国内の梅毒症例推定数 
4県の梅毒症例の推定数（95%信頼区間）は2016

年171（139-203）例、2017年313（242-384）例、2
018年268（220-317）例と見積もられた。 
国内の梅毒症例推定数（95%信頼区間）は2016年1

8,300（14,758-21,786）例、2017年48,550（36,41
3-58,260）例、2018年33,367（28,028-41,218）例
と推定された。 
このことから、人口10万人あたりの梅毒罹患者数

（95%信頼区間）は2016年28（22-32）例、2017年3
8（29-46）例、2018年14（12-17）例と見積もられ
た4県のNESIDにおける梅毒症例捕捉率（95%信頼区
間）は2016年25（21-31）%、2017年12（10-16）%、
2018年21（17-25）%と推定された。 
３．妊婦健診における梅毒陽性割合、妊婦梅毒症例
数、NESIDにおける妊婦梅毒捕捉率 
 妊婦健診における梅毒陽性割合は4県の合計で20
16年0.09%、2017年0.11%、2018年0.05%であった。 
国内出産数とUSCDCの推定式を用いて算出された妊
婦推定数は2016年737,265名、2017年713,819名、2
018年692,844名であり、妊婦全例が妊婦健診で梅毒
検査を実施していると仮定すると、国内の妊婦梅毒
症例は2016年664例、2017年785例、2018年346例と
推定された。 
全国のNESIDにおける妊婦梅毒捕捉率は2016年5.

4%、2017年5.2%、2018年14.7%と算出された。 
 
Ｄ. 考察 
 本研究により、国内の梅毒症例は2016年から201
8年には、年2-5万例発生していた可能性が判明した。
この数字はNESIDで把握されるよりはるかに多くの
症例が発生しており、梅毒が近年の日本国内で主要
な感染症であり、強力な対策を講じる必要があるこ
とが再確認された。 
 妊婦梅毒の25.8%が母子感染により先天梅毒を生
じると報告されており10)、2016年～2018年の国内先
天梅毒症例数は10万出生あたり10例～21例と推定
された。WHOは2030年までに先天梅毒10万出生あた
り50例以下を目標として掲げており11)、日本はこの
目標を達成しているが、NESIDの報告よりはるかに
多くの梅毒母子感染が起こっている可能性があり、
梅毒男女間感染防止対策を強力に推し進める必要
があると考えられた。なお、本研究での妊婦梅毒検
査陽性割合は0.05%～0.11%と、日本産婦人科医会の
報告（0.02%）より高かったが、後者は分娩母体の
み含まれていたことが原因の一つと考えられた。 
 NESIDの捕捉率は12%～25%と低かったが3年間安
定した数字であった。低い捕捉率の理由としては、
梅毒が5類感染症全数報告疾患で診断後7日以内に
報告する義務があることを医師が知らない可能性、
届け出疾患であることを医師が知っていたとして
も多忙、煩雑な報告様式を理由に報告を行わない可
能性、匿名で医療機関に受診、梅毒検査・治療をす
る者が一定数存在すること等が挙げられる9)。NESI
Dの捕捉率には著しい変化を認めず、最大で30%程度
と考えられた。そのため、毎年国内ではNESID報告
数の3-4倍の新規梅毒の発生があると概算すること
ができる。この数字は定期的に確認していく必要が
あるが、国内では2-3万例の梅毒患者が発生してい
ると考え、対策を推進していく必要がある。また、
妊婦梅毒症例の5.2%～14.7%がNESIDで補足されて
いたと推定された。この数字も比較的安定しており、
妊婦梅毒に関しても、男女間での梅毒感染状況が大
きく変化がない状況であれば、国内の妊娠女性の数
から梅毒母子感染数の見積もりが可能であると考
えられた。 
４．制約 
本研究の制約として、4県全数調査では地域で性

感染症診療を行っていると考えられた医療機関に
対して調査票を送付しているため、医療機関の選定
に研究協力者の選択バイアスが影響すると考えら
れた。また、４県全数調査では東京都や大阪府など



の大都市が選定されていないため、全国の梅毒発生
状況を十分に反映していない可能性があると考え
られた。 
 
Ｅ．結論 
4県全数調査とNESIDに対してCapture-Recapture

法を用いることで、全国の年間梅毒症例数（95%信
頼区間）は2016年18,300（15,250-21,786）例、20
17年48,550（36,413-58,260）例、2018年35,035（2
8,028-41,218）例と推定された。2016年から2018
年のNESIDにおける梅毒症例の捕捉率は12%～25%と
推定された。2016年から2018年の全国の妊婦梅毒は
年346例～785例（捕捉率5.2%～14.7%）、先天梅毒
は10万出生あたり10例～21例と推定された。 
 
Ｆ．健康危険情報 
該当なし 

 
Ｇ．研究発表 
 該当なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
該当なし 
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アジスロマイシン耐性梅毒トレポネーマ Treponema pallidum、セフトリアキソン耐性淋菌の国内 
状況を検討した。また、国内外のマイコプラズマの耐性状況について論文検索による情報収集を実施 
した。国内において感染伝播している梅毒トレポネーマのゲノム解析を実施した。国内において異性 
間性的接触で感染伝播している梅毒トレポネーマは90%以上がマクロライド耐性であることが遺伝学 
的に示された。マクロライドによる治療は効果が期待できない。また、日本の検体から T. pallidum 
ゲノム情報を取得しデータベース上にある既知の情報と比較した。アジスロマイシン耐性株は中国で 
の伝播している株と遺伝的には同一系統であることが示された。梅毒の増加要因について、東京の医 
療機関を受診した女性に焦点を当ててリスク要因を解析した。 
2015年に大阪で分離されたセフトリアキソン耐性淋菌が国内外で伝播していることが認められて 

いる。国内事例を含む、世界の状況とまとめた。国内での拡散は限定的であるが中国からは継続して 
分離報告がなされている。マクロライド耐性Mycoplasma genitaliumの世界的な分布を集計した。性 
器クラミジア感染症の発生動向調査で得られたデータの解析を行った。5歳毎の年齢階級別定点当た 
り報告数は、男性では2018年は20代後半が多かった。また、2009年以降、各年齢階級で概ね横ばいで 
あったが、2016年から20代前半の、2018年から20代後半の若年者で増加してきていた。女性の年齢階 
級別定点当たり報告数は、20代前半が最も多い状況が続いていた。2009年以降、各年齢階級で概ね横 
ばいであったが、2016年から20代で、2017年から30代前半で増加してきていた。一方、10代後半では 
2014年から減少していた。 

 
 
Ａ．研究目的 
本研究では性感染症原因菌の薬剤耐性動向を調

査することを目的とした。 
薬剤耐性関連では、国内外で問題となっている耐

性菌について情報を収集し、現状を把握することを
目的とした。アジスロマイシン耐性梅毒トレポネー
マの国内動向、セフトリアキソン耐性淋菌の国内外
の動向およびマイコプラズマのフルオロキノロン
耐性について調査した。 
 
Ｂ．研究方法 
アジスロマイシン耐性梅毒トレポネーマ 
梅毒疑い患者からPCRによる診断補助を求められ

た検体から、正確な診断を実施するために複数の遺
伝子領域のDNA断片を増幅し、塩基配列を決定した。
そのうち、23S リボゾーム遺伝子の配列から、アジ
スロマイシン耐性・感受性を推測した [1]。 
また、梅毒トレポネーマのゲノム情報と、公的デ

ータベースに公表されている既知のゲノム情報と
の比較解析を実施した。 
セフトリアキソン耐性淋菌 
2015年大阪で分離されたセフトリアキソン耐性

淋菌株FC428の類縁株の分離報告について、AMEDに
より補助されている研究班（薬剤耐性淋菌感染症の
対策に資する研究：代表 大西真）の情報および文
献・学会報告を元に情報をまとめた。 
 

マイコプラズマおよびウレアプラズマ 
pubmedにより検索子”Mycoplasm”あるいは”Ur

eaplasma”を利用して一次スクリーニングし、タイ
トルおよび要約から耐性状況についての結果報告
があるものを選択し、内容を集約した。 
セフトリアキソン耐性淋菌 
2015年大阪で分離されたセフトリアキソン耐性

淋菌株FC428の類縁株の分離報告について、AMEDに
より補助されている研究班（薬剤耐性淋菌感染症の
対策に資する研究：代表 大西真）の情報および文
献・学会報告を元に情報をまとめた。 
薬剤耐性 Mycoplasma gentitalium 
pubmedにより検索子”Mycoplasm genitalium”を

利用して一次スクリーニングし、タイトルおよび要
約から耐性状況についての結果報告があるものを
選択し、内容を集約した. 
性器クラミジア感染症の発生動向調査 
感染症発生動向調査の性器クラミジア感染症の2

007年から2017年までの報告（2017年は暫定値）を
男女別及び5歳から49歳まで5歳間隔で集計した。報
告数を人口で割った値を報告率（比）として代用し
た。人口は総務省統計局からの各年10月1日現在人
口を用いた。 
女性の梅毒感染リスク因子 
2017年6月から2018年3月の間、東京にあるレディ

ースクリニック（1つの医療法人社団に属する5つの
クリニック）を受診し、梅毒抗体検査を受けた20



歳以上の女性を対象に、無記名の自己記入式質問紙
を用いた前向きの症例対照研究を実施した。症例は、
臨床所見ならびに抗体検査により活動性の梅毒と
診断された者（感染症法に基づく梅毒届出基準に合
致）とした。対照は、臨床所見ならびに抗体検査に
より梅毒未罹患ないし、梅毒既往歴を有するものの
治癒後と判断された者と定義した。なお、本研究で
は最近の梅毒感染リスクを評価することを目的と
しているため、症例として晩期顕症梅毒は除外し、
対象者は調査日より過去6ヶ月以内に異性間での性
行為を有していることを条件とした。 
 
Ｃ．研究結果 
アジスロマイシン耐性梅毒トレポネーマ 
2018 ～ 2020年の３カ年で梅毒PCR陽性検体(n= 

227)のうち、130検体についてアジスロマイシン耐
性に関与する遺伝子(23 S rRNA遺伝子)の配列決定
が可能であった。結果として、感受性と推定される
検体が12検体、耐性と推定される検体が131検体で
あった。感受性率は2018年が10.1 (６/59),  2019
年が8.6% (5/58)、2020年が3.8% (1/26)であった。 
ゲノム解析が可能であった検体からは、アジスロマ
イシン耐性株の全ては単一系統であることが示さ
れた。これらのアジスロマイシン耐性株は中国のT.
 pallidumと同様にSS14-cladeのsubclade 1Bと分
類された。もっとも近縁はsubclade 1A （米国のT.
 pallidumの一部）であった（図１）。 
共通祖先解析からは、東アジア（日本・中国）サ

ブクレード（subclade 1B）の共通祖先は2006年頃
と推定され、単一系統であることが確認された。s
ubclade 1B推定共通祖先は（MRCA）は2006年に存在
したと推定され（95% Highest Posterior Density 
(HPD): 2003-2009）、その後、中国と日本の株は別々
のクラスターを形成した。中国と日本の各国のクラ
スターのMRCAは、それぞれ2006年頃（95% HPD: 20
03-2009）と2007年頃（95% HPD: 2006-2012）に出
現したと考えられる。中国のTPA11株（男性7名、女
性2名、データ欠損2例）は、2000年代後半以降に遺
伝的多様性が高まったと考えられる。日本で検出さ
れたTPA株は、1株を除いてMSM感染者由来の株と異
性感染者由来の株との間で異なるサブクラスター
を形成していた。 
MSM由来のMRCAは2009年（2008年 ～ 2015年）に、

異性間性的接触由来のMRCAは2013年（2010年 ～ 2
016年）にそれぞれ存在している可能性が高いと考
えられた。日本国内のTPA株のゲノムは、主に2010
年代半ば以降に遺伝的多様性を拡大していた。 
セフトリアキソン耐性淋菌 
2017 ～ 2019年３ヶ年の国内の淋菌の薬剤感受

性プロファイルを示した（図2）。 
セフトリアキソン耐性と評価される株が約5%存

在し、そのうちMIC が0.5mg/L以上を示す株が、各
年0.3 ～ 0.5%の頻度で分離されている。これらは
大阪で分離された Neisseria gonorrhoeae FC428
株と同一のセフトリアキソン耐性に関与するモザ
イク型penA遺伝子（penA-60.001）を保持する株で
あるが、急増は認められなかった。スペクチノマイ
シン耐性株の分離はなかった。アジスロマイシンの
MICが0.5 mg/Lより高いものが約10%, セフィキシ
ム耐性と評価される0.125 mg/Lより高い株が約30%
存在した。シプロフロキサシンの耐性株が約75%存
在したが、近年漸減傾向となっていた。 
 

薬剤耐性 Mycoplasma gentitalium 
Pubmedにより”Mycoplasma genitalium”あるい

は”Ureaplasma”を利用して一次スクリーニングし
検討した。この中で、マクロライド及びフルオロキ
ノロンに対する耐性株分離率が報告されている報
告が計10報存在した。マクロライド/フルオロキノ
ロン耐性 M. genitalium の耐性率を報告した8報
の情報をまとめると、米国、欧州、豪州、中国での
マクロライド耐性率がいずれも60%超の現状であり、
特に 中国では96.6%で、南アフリカでの0%との大
きな差異が示された。また、フルオロキノロン耐性
率は南アフリカ以外での報告の有る地域ではいず
れも約15%、（南アフリカは0.4%）であることと、
検討されたケースではフルオロキノロン耐性株の
殆どが同時にマクロライド耐性も持つことも示さ
れた。また同じく、検討された範囲ではMSM由来株
でのマクロライド耐性率がheterosexual由来株に
比して有為に高い（報告により2~5倍）ことも示さ
れた。 
Mycoplasma genitalium の薬剤耐性に焦点を当

てたスクリーニングを実施し、この３ヶ年に発表さ
れた論文リスト資料を作成した。 
性器クラミジア感染症の発生動向調査 
Chlamydia trachomatis は男性の尿道炎や女性

の子宮頚管炎をおこす主な病原体の一つである。感
染症発生動向調査では、地方自治体が定めた国内約
1000の性感染症定点医療機関が報告しており、定点
医療機関数は2000年以降微増している（2000年887、
2018年984）。地方自治体が定めた性感染症定点医
療機関が「症状や所見から性器クラミジア感染症が
疑われ、定められた検査方法により診断した」場合
に、同医療機関から性器クラミジア感染症として毎
月報告される。定められた検査方法には、尿道や性
器から採取した検体でのC. trachomatisの検出又
はC. trachomatisの抗原か遺伝子の検出、又は血清
での抗体検出が含まれる。 
感染症発生動向調査における性器クラミジア感

染症の定点当たり報告数は、男女ともに2002年をピ
ークに減少傾向にあったが、2016年から増加してい
た。 
5歳毎の年齢階級別定点当たり報告数は、男性で

は2018年は20代後半が多かった。また、2009年以降、
各年齢階級で概ね横ばいであったが、2016年から2
0代前半の、2018年から20代後半の若年者で増加し
てきていた。一方、10代後半では2014年から減少し
ていた。女性の年齢階級別定点当たり報告数は、2
0代前半が最も多い状況が続いていた。2009年以降、
各年齢階級で概ね横ばいであったが、2016年から2
0代で、2017年から30代前半で増加してきていた。
一方、10代後半では2014年から減少していた。 
女性の梅毒感染リスク因子 
524例（症例：60、対照：464）を対象とし、症例

に関する記述、層別化ならびにロジスティック回帰
分析を用い解析を行った。60症例のうち10例（16.
7%）は学生、梅毒の既往歴を有した者は3例（5.0%）
であり、また、14例（23.3%）は過去6か月以内の性
的パートナーが1人という結果であった。過去6か月
以内に性風俗産業の従事歴を有した者は35人（58.
3%）で、梅毒感染と強い関連を認めた（オッズ比：
3.40、95% 信頼区間：1.96-5.90）。過去6ヶ月以内
の性風俗産業従事歴の有無で層別化した後、多変量
解析を実施した結果、性風俗産業従事歴のある者で
は、膣・肛門性交の際の不定期でのコンドームの使



用と梅毒感染に関連性を認めた（オッズ比：3.41、
95% 信頼区間：0.92-12.72）。一方で、従事歴のな
い者では、若年者であること（20-24歳、25-29歳、
30歳以上と年齢群が上がるにつれオッズ比は低下）
（オッズ比：0.43、95% 信頼区間：0.22-0.82）、
最終学歴が四年制大学卒業未満であること（四年制
大学卒業以上の者と比較）（オッズ比：5.02、95% 
信頼区間：1.54-16.34）と梅毒感染とに強い関連性
を認めた。 
 
Ｄ．結論・考察 
アジスロマイシン耐性梅毒トレポネーマ 
現在日本で拡散伝播する梅毒トレポネーマの9

0％以上はアジスロマイシン耐性株である。ペニシ
リンを治療に用いることができない症例では注意
を要する。特に妊婦の梅毒治療は、胎児への影響を
考えると時間的な制限が存在する。速やかに、梅毒
検査陽性の妊婦の治療法について検討が必要であ
る。 
国内で拡散する梅毒トレポネーマ株の性状を詳

細に検討するために、ゲノム情報を取得しその比較
解析を行った。その結果、アジスロマイシン耐性株
は単一の遺伝的系統に属することが明らかとなっ
た。このことは、感染伝播の主要因に関して共通原
因があることを示唆する。 
世界の梅毒トレポネーマのゲノムの最尤系統解

析とベイズ時間解析を行ったところ，先行研究同様、
アメリカやヨーロッパ諸国のSS14系統の菌株のほ
とんどがSS14Ω-A系統に分類されていた。 
今回，日本で解析したTPA株の大部分（20株中16

株）はSS14系統に分類され，中国の株を含む先行研
究でサブ系統1B（系統SS14Ω-B）とされた東アジア
系統を形成していた。本研究によって、日本ではN
ichols系統とSS14系統の株が同時に流通している
ことが確認されている。 
これまでの分子タイピング研究では、男性同性間

性的接触と異性間性的接触による症例由来の梅毒
トレポネーマの違いを評価することはできなかっ
た。今回のWGS研究ではそれぞれのコミュニティの
菌株が別々の系統であることが示された。 
地理的な観点からは，東京都と大阪府で採取された
異性愛者の菌株の実験結果が混在しており，日本で
最も人口の２つの都市の異性間性的接触の間で遺
伝的に類似した菌株が流通していることが示され
た。 
2011年から2018年までに採取された菌株を用い

て系統解析を行ったところ、東アジア系統のうち、
中国の菌株の推定共通祖先（MRCA）が2006年に出現
し、次いで日本の菌株のMRCAが2007年に出現した。
したがって、東アジア系統は2000年代半ば以降、中
国と日本のクラスターに分離したことになる。その
後、中国と日本のTPA株のゲノムは、それぞれ2000
年代後半と2010年代半ば以降に遺伝子の多様性を
拡大しており、この時期は、それぞれの国で梅毒症
例が増加した時期とほぼ一致していた。 
中国株のゲノムについては、症例数の増加の開始が
1990年代後半であったにもかかわらず、1990年代半
ばから2000年代前半にかけて、その遺伝的多様性の
増加が見られないという矛盾があった。この事実は、
本研究に含まれるサンプル数が限られていたこと
による検出バイアスに起因すると考えられる。最も
単純な説明は、梅毒流行初期の中国におけるTPAの
ゲノムが十分に体系的に収集・解析されていなかっ

たことである。 
東アジア系統が比較ゲノム学的に明確にされた

ことは日本と中国の間で梅毒トレポネーマが国境
を越えて伝播した例と言えるかもしれない。現在、
日本で発生している梅毒の大流行の原因は定かで
はないが、中国から日本への旅行者の増加が指摘さ
れている。日本政府観光局（https://www.jnto.go.
jp/jpn/statistics/visitor_trends/index.html）
によると、中国から日本への旅行者数は2014年から
急増しており、これは日本の異性間を中心に梅毒患
者が増加した時期と一致する。しかし、今回の結果
では、日本の異性間性的接触による感染者由来の菌
株で形成されたサブクラスターに含まれるTPA菌株
のMRCAは、2013年には現存している可能性が高いこ
とがわかった。また、TPA株15A011MMと日本の異性
からの菌株のMRCAは、その系統から2007年には現存
していた可能性がある。したがって、限られたサン
プル数と広い（6～7年）95％HPDの値に基づいた解
釈ではあるが、中国人観光客増加と日本での梅毒発
生との関連性を示す仮説を裏付けることはできず、
懐疑的である。 
セフトリアキソン耐性淋菌 
これまでセフトリアキソン耐性株は５種類存在

していることが知られている。４種類は散発的な分
離であったが、penA-60.001をもつFC428と遺伝学的
に近縁の株は国内において、さらに国際的にも拡散
した初めてのセフトリアキソン耐性淋菌である。 
penA-60.001を保持するFC428-likeのセフトリアキ
ソン耐性淋菌は、国内では2015年以降、15株（FC4
28を含む）、国外で2016年以降、カナダ、オースト
ラリア、デンマーク、フランス、アイルランド、英
国、韓国、中国、米国での分離が報告されている。
（図２）中国では分離が継続して報告されており、
すでに27株の分離報告がなされている。分離報告は
北京、蘇州、杭州、湖南、成都、長沙、上海と地理
的にも異なる都市からであり、中国全土での拡散が
推察される。 
Yeらのよる報告（Med Sci Monit. 2019; 25: 56

57– 5665.）では中国での人口10万人当たりの淋菌
症例数は増加傾向にあることが知られている。セフ
トリアキソン耐性株の増加との因果関係について
は不明であるが、今後注意していく必要がある。 
また、米国においても2019年ネバダ州で初のpenA-
60.001耐性株が分離された。penA-60.001の保有を
検証した結果、米国内での拡散は否定されている。
MMWR Morb Mortal Wkly Rep. 2020 Dec 11;69(4
9):1876-1877. 
米国、英国、欧州は2010年以降、セフトリアキソ

ン250 mg あるいは500 mgにアジスロマイシンを併
用する推奨してきた。しかしながら、アジスロマイ
シン耐性株が世界的に増加していること、比較的低
用量 (日本は1 gを投与)のセフトリアキソンとア
ジスロマイシンとの併用療法の治療失敗列が存在
することが知られてきたこと、セフトリアキソン耐
性とアジスロマイシン高度耐性株が出現したこと
から、米国、英国、欧州は推奨療法を2019年以降変
更した。それぞれ、セフトリアキソンを1 g（英国、
欧州）か500 mg（米国）の投与を推奨し、さらに英
国、米国はアジスロマイシンの併用の推奨を取りや
めた。欧州は、併用の推奨を継続した。 
Fifer, H, Saunders J, Soni S et al. (2020) 20
18 UK national guideline for the maof agement
 f infection with Neisseria gonorrhoeae. Int 



J STD AIDS. 31, 4-15. 
Unemo M , Ross JDC, Serwin AB, et al. (2020) 
2020 European guideline for the diagnosis and
 treatment of gonorrhoea in adults. Int J STD
 AIDS doi: 10.1177/0956462420949126 
St Cyr S, Barbee L, Workowski KA et al.(2020)
 Update to CDC's Treatment Guidelines for Gon
ococcal Infection, 2020. MMWR Morb Mortal Wkl
y Rep   69:1911-1916. 
薬剤耐性 Mycoplasma gentitalium 
2020年にMachalek DA らによってM. genitalium

のマクロライドおよびフルオロキノロン耐性に関
するメタアナリシスの結果が報告された (Lancet 
Infect Dis. 2020, 20: 1302-1314)。それによると
マクロライド耐性は2010年以前の10%から、2016-1
7年の51.4%に急増していることが示された。また、
フルオロキノロン耐性も7.7％とされマクロライド
耐性と異なり増加傾向は認められていない。M. ge
nitaliumは現在、重要な細菌性感染症として認識さ
れており、本感染症の治癒を確実にし，耐性株のさ
らなる拡大を防ぐために，世界的なサーベイランス
と治療効果の最適化が求められる。 
性器クラミジア感染症の発生動向調査 
感染症発生動向調査における性器クラミジア感

染症の人口当たりの報告数が20歳代から30歳代の
男性や20歳代の女性で増加してきており、これらの
年齢層の男女で罹患率が増加してきている可能性
がある。クラミジア感染症の有病率や報告率は、先
進国の中でも増加している国と減少している国が
あるが、その見積はサンプリングのバイアスを大き
く受けるため、国々のデータを一概に比較すること
は困難である。ただ、国内では、NAAT導入以降検査
法やスクリーニング法（国内では妊婦健診で実施）
について、大きな変化を認めておらず、トレンドに
関してはそのとおり解釈できると考えられた。クラ
ミジアの人口当たり報告数が増加してきているこ
れらの年齢層やより若い世代で、コンドーム使用や
不特定多数を相手にした性交渉を避けることにつ
いての啓発が重要であると考えられた。 
クラミジア感染症のコントロールには骨盤内炎

症疾患の予防が大きな目的の一つとして挙げられ
る。骨盤内炎症疾患は国の患者調査で3年おきの情
報が公開されているが、2011年以降減少傾向にある
（ICD-10：N71、N73-77）。クラミジア感染症の増
加傾向と骨盤内炎症疾患の減少傾向とのギャップ
の原因は不明であり、更なる検討を要すると考えら
れた。 
本研究の制限として、感染症発生動向調査は原則

として定点医療機関を受診した有症状患者が対象
であるため、無症候の患者が必ずしも補足されてい
ないということが挙げられる。また、クラミジア感
染症は無症候が多いため、スクリーニングを含めた
国内の検査数が動向把握の解釈に重要だが、国内の
検査数と検査陽性率の推移が不明である。又、咽頭
感染など、陰部外のクラミジア感染症については報
告されていない可能性がある。 
女性の梅毒感染リスク因子 
昨今の女性における異性間性的接触による梅毒

感染に関し、過去6ヶ月以内の性風俗産業従事歴が
リスクの1つとして示唆された。また本研究では、
性風俗産業従事歴の有無により異なるリスク因子
が確認された。今後の梅毒流行への対策には、それ
らの差異をふまえた上で、特に若年者を対象に、対

象者毎に適した包括的なアプローチを検討してい
くことが重要と考える。また2019年以降、発生動向
調査において性風俗産業従事、あるいは利用につい
て情報を収集することとなった。これらのデータを
効果的に還元することが重要である。また、山岸ら
の報告にある通り、2016年から2018年のNESIDにお
ける梅毒症例の捕捉率は12%～25%と推定された。妊
婦梅毒は捕捉率5.2%～14.7%と推定されている。
国・自治体はNESIDの捕捉率を上げる努力を続けつ
つ、捕捉率が低いことを前提として国内症例数の見
積もり、対策の立案や評価を行う必要性があると考
えられた。また、先天梅毒は10万出生あたり10例～
21例と推定され、NESIDの報告よりはるかに多くの
梅毒母子感染が起こっている可能性があり、梅毒男
女間感染防止対策を強力に推し進める必要がある
と考えられた。 
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図１ 梅毒トレポネーマのゲノム解析 
日本株は赤で示した。また、アジスロマイシン耐性と推定される（23S rRNA遺伝子のマクロライド耐性 
変異に基づく）株はピンク、感受性は水色で示した。 

 



図２ 2017-2019年の国内分離淋菌の感受性プロファイル



図３ 2015年大阪で分離された、penA-60.001を持つFC428と類似のセフトリアキソン耐性淋菌の分離数



  
 


